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平成２５年度評価について、２５年度実績値から、以下の定義に基づき、評価を行った。

86

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 50

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 40

No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1 庁舎建設事業

現本庁舎等が抱える、耐震性の不備、老朽
化、市民サービスの低下、バリアフリー化へ
の対応の不備、事務効率の低下および防災拠
点施設としての機能不備等の解消のため、分
館を有効活用しつつ、新庁舎を建設する。
【スケジュール】
平成２４年度：実施設計
平成２５年度：新庁舎建設(着工)
平成２７年度：新庁舎建設(竣工)、分館改
修、現庁舎解体
平成２８年度：外構整備（工事完了)

高齢者、障がい者をはじめ、
誰にも安全でわかりやすく利
用しやすい、人にやさしい市
役所新庁舎を実現する。

基本構想や設計の作成で
は、市民や議会の意見を伺
うとともに、庁内において
も部局横断的な検討を実施
した。これを踏まえ平成２
５年度から建設工事に着手
するものである。

工事進捗率

８．２％ ２．４１％ Ｂ

平成２５年１２月２４日に工事着手し、工事範囲
の仮囲い設置および場所打ちコンクリート杭工事
等を行った。
【Ｂ評価となった原因】
震災復興需要の増加等に伴う作業員不足や資材価
格の高騰に起因して、１回目と２回目の入札は応
札者がなく、２度入札を中止した。その後、３回
目の入札で施工者が決定し工事に着手したが、当
初想定していた着手時期に変更が生じたことか
ら、工事進捗率が、当初の目標指数に至らなかっ
たもの。

総務部
新庁舎管理
室

2 北部墓地整備事業

市民の墓地需要に対し、計画的に提供するた
め、北部墓地(２期)の整備を行う。
【スケジュール】
平成２６年度：実施設計
平成２７年度：造成工事

墓地使用者が安全・安心に利
用できる施設整備を行う。

県バリアフリー条例等に基
づき、高齢者・障がい者が
利用しやすい施設設計・整
備を行う。

工事進捗率

５６．１％ ５６．１４％ Ａ

平成２５年度事業実施なし。
北部墓地については、３期に分けて整備すること
としており、平成２４年度に１期分を完了してい
る（平成２５目標値を達成）。
２、３期については、北部墓地の使用許可状況に
合わせ整備することとしており、平成２５年度は
『実施事業無し』である。

市民生活部 生活総務課

中央８．２％ ２．４１％ Ｂ
入札不調等により、目標指数には至らなかった。
今後も新庁舎建設に併せて整備を進める。

南部
  ９０．２％

９０．２％ Ａ
平成２６年５月開所に向け、予定どおりに整備を
実施した。

東部未定 ０％ －
入札不調により、平成２５年度中の着工ができな
かった。

4
史跡秋田城跡歴史
資料館整備事業

建物のバリアフリー化等に配慮し、(仮称）
史跡秋田城跡歴史資料館を建設する。
【スケジュール】
平成２４年度：展示基本設計
平成２５年度：建物基本・展示設計
平成２６年度：本体工事・展示実施設計
平成２７年度：展示工事
平成２８年度：開館

高齢者も気軽に利用できる資
料館とする。

建物のバリアフリー化や活
用メニューを工夫し、高齢
者を含む来館者の増加を図
る。それに向けた設計と建
設を行う。

工事進捗率

３．０％ ３．０％ Ａ

高齢者を含む来館者の増加を図るため、建物のバ
リアフリー化を取り入れた実施設計を行った。

教育委員会
秋田城跡調
査事務所

1
買い物弱者支援ビ
ジネスモデル構築
事業

高齢者を含むさまざまな買い物弱者を想定
し、買い物関連サービスの新たなビジネスモ
デルを構築し定着させるため、社会実験を実
施し採算性、継続性などについて検証する。
本事業は平成２４年度単年度事業だが、検証
結果については、事業終了後も中小企業者、
関係機関等に必要に応じ提供する予定であ
る。

事業実施による経済効果やビ
ジネスとしての自立採算性の
検証、買い物弱者支援効果、
行政支援の必要性などを検証
するとともに、実施した事業
の結果を公表し、買い物弱者
をターゲットにした同種事業
への地元商業者の新たな参入
を促す。

平成２４年度単年度事業で
終了のため設定はなし。

平成２４年度単年度事業で
終了のため目標指数の設定
はなし。

－ － －

本事業は、ビジネスモデルとして検証するために
実施したものであり、２４年度で事業終了したも
のの、２５年度は、他都市の市議団をはじめ、中
小企業専門コンサルティング会社などからの調査
依頼に対応し、調査結果を提供した。 商工部 商工労働課

○　事業名ごとの評価および進捗状況の説明

２５年度目標値は達成済み。

市民生活部
市民協働・
地域分権推
進課

「秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画」進捗状況（２５年度末時点） 第２回秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進員会
資料１

基本方針１　安心安全で誰もが集える屋外スペースと建物、施設の整備を進めます。

地域等の要望を可能な限り
取り入れながら、高齢者の
利用にも配慮した整備を進
める。なお、（仮称）中央
市民サービスセンターにつ
いては、新庁舎建設に併
せ、整備を進める。

工事進捗率

　　個別施策１－１－２　買い物支援

○　事業の進捗評価

Ａ（達成済み）

Ｂ（著しく遅れてい
る又は困難）

－

3

中央・南部・東部
市民サービスセン
ター（仮称）整備
事業

住民自治の充実を目指す市民協働と、都市内
地域分権の拠点施設の一つとして、（仮称）
中央･南部・東部市民サービスセンターを整
備する。

施設整備にあたり、アクセシ
ビリティ等に配慮し、中央・
南部・東部地域における高齢
者が社会参加できる場とす
る。

　基本施策１－１　誰もが使いやすい施設の整備とサービス提供

　　個別施策１－１－１　公共施設の整備
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
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評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
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1 商店街振興事業

商店街が各種事業を実施する際に資金繰りを
支援する「商店街振興事業貸付」、商店街の
競争力を強化する「商店街ソフト事業」、商
店街が設置した街路灯の電気料の一部を助成
する「街路灯等電気料補助事業」、公共性の
高い共同施設の整備を支援する「共同施設設
置事業」、商店街の空き店舗の解消と発生防
止を図るため、出店に対して支援する「空き
店舗対策事業」により商店街への支援を行
う。

地域に親しまれる商店街づく
りを促進する。

商店街の競争力強化のため
に行うイベントなどのソフ
ト事業への支援や、街路灯
整備などの公共性の高い取
組等に対して、事業費の補
助を行う。

総合計画の指標見直しと合
わせ、検討中

総合計画の指
標見直しと合
わせ、検討中

○ －

商店街が実施するイベントや街路灯のＬＥＤ化、
バス停ベンチの設置などに対して事業費補助を行
い、地域住民や利用者の安全・安心につながる取
組を支援したほか、商店街の利便性を向上し、商
店街会員相互の連携を図るきっかけづくりに貢献
した。 商工部 商工労働課

1
都市公園バリアフ
リー化事業

市民に身近な公園施設のバリアフリー化を中
心とした改修整備を行う。

都市公園のバリアフリ－化を
図り、高齢者、障がい者や子
供など誰でも利用できる公園
の再整備を行う。

市民に身近な公園施設のバ
リアフリー化を中心とした
改修整備を行う。

都市公園数１８２

９５公園 １０９公園 Ａ

平成２５年度は、御休下第二街区公園および桜第
一街区公園並びに山王官公庁緑地について、バリ
アフリー化を実施した。
また、秋田市都市緑化推進計画に基づき、２４の
児童遊園地等を都市公園（街区公園）とした。

建設部 公園課

2
公園遊具施設長寿
命化等整備事業

老朽化している遊具や施設等について、計画
的に予防修繕を実施する。

介護予防施設を公園内に設置
し、その利用を通して高齢者
などの健康づくりを促進す
る。

中長期的な管理水準や利用
目的の明確化および施設配
置の適正化を検討し、計画
的に予防修繕を実施する。

介護予防施設７５基設置

５０基設置 ４６基設置 Ｂ

平成２５年度は１１公園に２１基の介護予防器具
を設置した。その種別は腹筋ベンチや背伸ばしベ
ンチなどである。
【Ｂ評価となった要因】
補助内示額が要望額を下回ったためのものであ
る。

建設部 公園課

3 千秋公園整備事業

豊富な自然や歴史的資産の活用を推進するた
め、千秋公園再整備基本計画に基づき、園内
施設の再整備を進めるほか、歴史的建造物の
再建整備を行う。

施設のバリアフリー化を行
う。

市民交流ゾーンを整備す
る。

目的が歴史的資産の継承や
自然環境の保全のため、園
内の再整備を行うことによ
り、市民に親しまれ、利用
される魅力的な公園づくり
を図ることであり、事業内
容も園内の再整備となって
いることから目標指数の設
定は困難である。

○

市民交流ゾー
ンの整備と堀
水質浄化整備
工事の着手

－

市民交流ゾーン（二の丸）の整備が完了するとと
もに、外堀浄化のための送水管（Ｌ＝５９０ｍ）
を敷設した。また、さくらの景観を保全するた
め、土壌改良（２９本）や腐朽部位の治療（８
本）を実施した。
　

建設部 公園課

4
緑のまちづくり活
動支援基金関係経
費

市民からの提案、申請に基づき、審査を経
て、資金の助成を行うことで、市民自ら提
案・実践する「緑のまちづくり活動」を支援
する｢緑のまちづくり活動支援基金」の管理
運営費として、事業実施主体である(財)秋田
市総合振興公社へ補助金を交付する。

「緑のまちづくり活動支援基
金」の管理運営に要する費用
を、事業実施主体である(財)
秋田市総合振興公社へ補助金
として交付し、市民が自ら提
案、実践する緑化活動等を支
援する。

市のホームページ等でＰＲ
し、積極的な活用を呼びか
ける。

市民自ら提案実践する緑の
まちづくり活動を支援する
ものであるため目標指数の
設定は困難である。
参考：
平成２３年度交付金
 　　　　 4,186,550円
平成２４年度交付金
   　　　 5,074,998円

○

平成２５年度
交付金
　
7,459,373円

－

身近な緑と花いっぱい活動部門
・花苗、生垣のための支援　１３６件
・花と緑いっぱい活動支援　　　８件
・保存樹への支援　　　　　　　１件

みんなでつくる緑の拠点づくり部門
・地域に身近な緑の拠点づくり　３件

助成件数　１４８件

建設部 公園課

5
吸収源対策公園緑
地事業

地球温暖化対策の一層の促進を図るため、温
室効果ガス吸収源に資する公園の再整備を行
う。

施設のバリアフリ－化を行
う。

市民の身近な公園内の緑化
を中心とした改修整備を行
う。

平成２９年度までの公園の
再整備数１５公園

２公園 １公園 Ｂ

牛島第一街区公園において、園路（ILB)
２１７㎡、遊具設置（ブランコ、ラダー、砂
場）、水飲み１基、ベンチ４基、張り芝４２１㎡
等の整備を実施した。
【Ｂ評価となった要因】
補助制度の変更などによるもので、事業費の確保
が課題であり、今後とも計画的に進めていく。

建設部 公園課

1
粗大ごみ戸別収集
事業

申込みによる戸別有料収集を行う。 高齢社会への対応と受益者負
担の公平性を確保するため、
粗大ごみの戸別有料収集を行
い、ごみの減量化と再資源化
を図る。

排出量の推移を注視しなが
ら、継続した事業を実施す
る。

排出量

５３４トン ５９１トン Ｂ

各家庭における消費税増税前の大型家具等の買替
えが、粗大ごみの排出量増加に繋がっているもの
と考えられる。 環境部

環境都市推
進課

2

ごみ減量対策事業
（家庭系ごみ減
量・分別啓発活
動）

ごみ処理の現状や減量への理解を深めてもら
い、施策への参加気運を高めるため町内会な
どの市民団体を対象に、ごみの減量や分別を
テーマとしたタウンミーティング「ごみ減
量・分別井戸端会議」を開催するとともにレ
ジ袋削減への取組を促す啓発活動を行う。

実演を交えながら、適正なご
み減量・分別の指導・助言を
行い、家庭系ごみの減量目標
数値を達成する。

ごみの分別を促進してもら
うよう啓発指導し、ごみの
減量化および再資源化を図
るため、訪問指導数を増や
す。

ごみ減量・分別井戸端会議
実施回数

１００回 ３７回 Ｂ

平成２５年度は、ごみ減量・分別井戸端会議のほ
か、様々な形態のごみ減量説明会（４０回）を実
施した。
また、ごみ減量情報が伝わりにくかった市民層
（就労者、大学生、子育て中の親子）への啓発を
強化した。（１９回）
ごみ減量・分別井戸端会議自体の実施回数は、目
標指標に届かなかったが、以上の啓発活動も合わ
せれば、目標指数と同回数程度（９６回）とな
る。

環境部
環境都市推
進課

　　個別施策１－２－１　公園の整備

　　個別施策１－２－２　ごみ減量・資源リサイクルの推進

　基本施策１－２　快適な生活環境の形成

　　個別施策１－１－３　安心して利用できるサービス
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3
生ごみ減量促進事
業

生ごみ堆肥化容器購入費の補助および生ごみ
堆肥づくり講座を実施する。

家庭系生ごみの減量を図る。 広報あきたおよびホーム
ページで家庭系生ごみの減
量および生ごみ堆肥化容器
購入費補助事業の周知をす
る。

生ごみ堆肥づくり講座の参
加人数

４５０人 ２２１人 Ｂ

広報あきたおよびホームページ等で生ごみの減量
方法や堆肥化容器購入費補助事業の周知に努め
た。
今後も様々な機会を捉え、生ごみ減量に有効な取
組等の啓発に努めるとともに、生ごみ堆肥づくり
講座に多くの市民に参加してもらうため、市内各
地域での開催も検討する。

環境部
環境都市推
進課

4
ごみ集積所設置費
補助事業

ごみ集積所（ボックス型・折りたたみ式ネッ
ト）の設置、修繕および被せネット（シー
ト）の購入にかかる経費を一部または全部補
助する。また、市の推奨する集積箱の規格を
提示し、美化に資する。

ごみ集積所の美化の促進、町
内会等の負担軽減を図る。

ごみ集積所の設置、修繕お
よび被せネットに補助金を
交付する。

補助対象数

４３５か所 ３５２か所 Ｂ

平成２４年度に実施した町内会長宛の意向調査で
は、４３５か所のごみ集積所の設置等を予定して
いるとのことであったが、平成２５年度中の設置
等を予算等の事情により見送った町内会があった
ものであり、実際に設置等を行ったごみ集積所が
３５２か所となった。

環境部
環境都市推
進課

1
地球温暖化対策推
進経費

○地球温暖化防止啓発関係
・地球温暖化防止対策を推進するため、講習
会や啓発イベント等を通じ、市民・事業者等
に対し、各種意識啓発を行う。
○エコあきた行動計画の推進
・エコオフィス、庁内緑化等を推進し、市の
事務事業に伴う温室効果ガス排出の低減を図
る。
・省エネルギーを全庁的に推進する。（改正
省エネ法への対応）
○e－市民認定システムの推進
・e－市民認定システムの普及を図り、家庭
における環境配慮行動を促進する。
○地球温暖化対策実行計画の推進
・秋田市域の温室効果ガス排出量の現況推計
調査を行い、結果を公表する。
・計画の進捗状況を公表する。

啓発イベントなどの各種事業
を通じ、地球温暖化防止に関
する意識啓発を図る。

高齢者が参加しやすいよ
う、啓発イベント会場は、
交通の便や歩行の安全に配
慮する。また情報発信は、
幅広い年齢層へのＰＲを意
識して行う。

２０１２年度（短期目標）
２，９３６千t-CO2
２０２０年度（中期目標）
２，６４３千t-CO2
２０５０年度（長期目標）
１，７６１千t-CO2
本事業の目標指数は、秋田
市地球温暖化対策実行計画
（平成２３年３月策定）に
掲げる、市域の温室効果ガ
ス排出量の目標値を適用し
ているが、本計画は国の目
標設定にならい、２０１２
年度、２０２０年度、２０
５０年度の数値目標を設定
していることから、毎年度
の目標指数は設定しない。

○ ○ －

実績把握に用いる統計データの公開が、２年程度
遅れるため、平成２５年度における排出量は把握
できない。

【温室効果ガス排出量】
平成２０年度 ３４４万１千t-CO2
平成２１年度 ３１４万５千t-CO2
平成２２年度 ３１４万９千t-CO2

※　平成２６年度に、２３年度（２０１１年度）
の排出状況を調査する。

環境部 環境総務課

2
自然環境保全・環
境学習推進経費

自然環境を保全・回復・創出するために必要
な調査や審査、情報提供のほか、市民活動計
画で認定した市民団体の活動の周知・支援を
行うとともに、多様で豊かな自然環境を環境
学習・活動へ活用する取組を進め、環境保全
の推進を図る。また、持続可能な未来を担う
環境にやさしい人づくりを進めるため、子ど
もから大人までの幅広い年齢層を対象とした
環境学習の場の提供や環境学習を推進する。

高齢者を対象とした環境学習
の場の提供や環境学習を推進
する。

高齢者が参加しやすいよ
う、講座やイベントの会場
は、交通の便や歩行の安全
に配慮する。また、情報発
信は、幅広い年齢層へのＰ
Ｒを意識して行う。

高齢者にとって最も関心の
高い ｢ごみ減量・分別」の
学習機会の提供は、｢ごみ
減量対策事業（家庭系ごみ
減量・分別啓発活動）｣で
実施、把握しているため本
事業では設定なし。

○ ○ －

高齢者が参加しやすいよう、講座やイベントの会
場は、交通の便や歩行の安全に配慮した。また、
情報発信については、幅広い年齢層へのＰＲを
行った。

環境部 環境総務課

1 防犯活動推進経費

安全で明るいまちづくりを目指して、警察や
市民・関係機関と連携して、地域ぐるみの防
犯活動を積極的に推進する。

警察や防犯協会と連携をしな
がら防犯活動を推進し、高齢
者をはじめ、市民が安心して
生活できる環境を整備する。

市内３防犯協会へ活動費補
助金と青色回転灯パトロー
ルにかかる経費の一部を交
付する。

交付協会数

３ ３ Ａ

市内３防犯協会へ活動費補助金と青色回転灯パト
ロールにかかる経費の一部を交付したほか、各種
団体と連携し防犯活動を推進した。 市民生活部 生活総務課

2
まちあかり・ふれ
あい推進事業

町内会活動の活性化を図るため、町内会活動
への助成や、防犯灯の電気料等に要する経費
の一部を助成する。また、町内会等からの要
望による防犯灯の新設を行う。

町内に防犯灯を設置し、高齢
者を含む公衆の通行の安全お
よび犯罪防止を図る。

毎年２００灯以上の防犯灯
を新設する。

新設灯数

２３０灯 ２３１灯 Ａ

町内会等からの申請に基づき、１２４町内会等に
対し、計２３１灯のＬＥＤ防犯灯を設置した。

市民生活部 生活総務課

1
電線共同溝整備事
業

川尻広面線（川元工区)L=６００ｍ(両側歩道
W=３．０ｍ)
川尻八橋線L=６００ｍ(両側歩道 W=３．０
ｍ)において電線類の地中化を行う。

電線類を地中化することによ
り、安全で快適な歩行空間の
確保、都市災害の防止、情報
通信ネットワークの信頼性お
よび都市景観の向上を図る。

年次計画に基づいた整備を
実施する。

川尻広面線と川尻八橋線の
実施

川尻広面線共
同溝整備

川尻広面線延
長Ｌ＝600ｍ
の電線共同溝
整備

Ａ

平成25年度は、川尻広面線電線共同溝工事　延長
Ｌ＝470ｍならびに道路改良工事延長Ｌ＝340ｍを
実施し、両側歩道内に整備する(片側600ｍ)電線
共同溝工事を完了した。

建設部 道路建設課

2
人にやさしい歩道
づくり事業

学校、病院、駅、福祉施設等公共施設周辺の
市道について児童、高齢者等がより安全に通
行できるように既設歩道の改善を行う。

高齢者、障がい者を含むすべ
ての人にやさしい歩行空間を
確保するため、歩道のバリア
フリー化を実施する。

年次計画に基づき整備の実
施を行う。

川尻広面線と川尻八橋線の
実施 川尻八橋線実

施設計

川尻八橋線延
長Ｌ＝600ｍ
の道路詳細設
計

Ａ

平成25年度は、川尻八橋線の道路詳細設計延長Ｌ
＝600ｍを行った。

建設部 道路建設課

　　個別施策１－２－３　自然環境の保全

　基本施策１－３　安心安全な地域社会づくり

　基本施策１－４　道路環境の整備

　　個別施策１－３－１　犯罪防止対策

　　個別施策１－４－１　車道、歩道の整備
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
高齢者軽度生活援
助事業

社団法人秋田市シルバー人材センターへ業務
委託し、おおむね６５歳以上のひとり暮らし
高齢者等に生活援助員を派遣し、日常生活上
の軽易な作業（外出の付き添い、食材の買い
物、草取り、窓拭き、雪寄せなど）の援助を
行う。

利用人数の増加を図る。 生活援助の様々なニーズに
応えることができるよう、
利用者から軽度生活援助員
などへ寄せられる小さな要
望にも耳を傾け、利用者の
満足度を高めることに努め
る。シルバー人材センター
と連携して研修を行い、職
員の技術の向上を図ること
で、均一なサービスの提供
を目指す。

利用者数

７，９３７人 ７，９３６人 Ａ

雪寄せ作業の利用回数を、従来の週１回から週２
回に増やした。

福祉保健部 長寿福祉課

2 除排雪関係経費

「道路除排雪基本計画書」に基づき、災害規
模の豪雪にも柔軟に対応できる除排雪体制で
冬期の安全な道路交通確保を図る。

誰もが安全で安心して通行で
きる冬期道路交通を確保す
る。

概ね６５歳以上の高齢者だ
けの世帯か身体の不自由な
方だけの世帯について、希
望者を対象に、機械除雪を
行った後で生じた雪の塊な
どを寄せる。（玄関先や車
庫前の雪寄せに限る。）

間口除雪登録件数

 ２，８００
件

２，２６９件 Ａ

昨冬の降雪状況による実績値。

建設部 道路維持課

3
歩道消融雪設備整
備事業（雪みち計
画）

冬期の中心市街地における歩道ネットワーク
化を図る事業として、歩道無散水消融雪施設
を設置する。

機械除雪や融雪施設を組み合
わせ、冬期の安全で快適な歩
行者空間を確保し、ネット
ワーク化することにより地域
の活性化を図る。

年次計画に基づいた整備を
実施する。

箇所数

１６か所 １６か所 Ａ

市道中通本線歩道消融雪設備整備工事を完成し
た。

建設部 道路維持課

4 融雪施設改良事業

概ね１５年の耐用年数に達しつつある融雪施
設を計画的に改良する。

冬期における道路交通の安全
確保を図るため、融雪施設を
計画的に改良するとともに、
既設施設の不具合箇所の修繕
を行う。

年次計画に基づいた整備を
実施する。

箇所数

１９か所 １８か所 Ｂ

市道千秋公園１号線ほか２路線の融雪施設改良工
事を完成した。
市道秋田港四ツ屋線などの融雪施設改良工事を繰
越した。

建設部 道路維持課

5 防雪柵等整備事業

冬期間の道路の吹き溜まり等の防止や視程障
害の緩和を図り、車両および通学児童の通行
の安全を確保するため、防雪柵等を整備する
ほか、住民の管理・運営により既存道路側溝
を流雪溝として活用するため、取水施設等を
整備する。

冬期間の道路の吹き溜まり等
の防止や視程障害の緩和を図
り、車両および通学児童の通
行の安全を確保する。

年次計画に基づいた整備を
実施する。

箇所数

１９か所 １８か所 Ｂ

市道四ツ小屋大通１号線などの防雪柵設置工事を
繰越した。

建設部 道路維持課

6
冬みち安全安心対
策除雪強化事業

除雪機械の機動力増強を図るため、雪寒補助
機械の更新や計画的に購入する。また、町内
会等地域団体と連携強化のための貸与機械
（ハンドガイド式小型除雪機）等を購入し、
除排雪における市民協働を推進する。

冬期間における安心で快適な
道路交通の確保を図る。

年次計画に基づいた機械の
更新を実施する。

更新台数

３台 ３台 Ｂ

凍結抑制剤散布車を２台購入した。
グレーダを１台購入した。（県払下げ）

建設部 道路維持課

1
【再掲】歩道消融
雪設備整備事業
（雪みち計画）

１６か所 １６か所 Ａ

市道中通本線歩道消融雪設備整備工事を完成し
た。 建設部 道路維持課

2
除排雪関連情報の
収集

市職員が地域情報員として、雪に関する情報
収集を行う。

冬期間における除排雪に関連
する情報の収集活動を行い、
本部に情報提供することによ
り、地域との迅速な連携を図
る。

地域情報員に情報提供の依
頼をする。

情報提供件数

２８１件 ８０件 Ａ

昨冬の降雪状況による実績値。

建設部 道路維持課

1
自動車免許取得、
自動車改造助成事
業

自動車運転免許の取得および自動車改造に要
する費用の一部を助成する。

障がい者の就労等社会活動へ
の参加や、社会復帰への促進
を図る。

障がい者の就労等社会参加
の促進を図ることを目的と
し、自動車運転免許の取得
および自動車改造に要する
費用の一部を助成する。

要件を満たした方への補助
の実施率

１００％ １００％ Ａ

運転免許実績　　６件　　６００，０００円
自動車改造実績　８件　　７９２，５００円

福祉保健部
障がい福祉
課

2 交通安全対策経費

交通安全を強化するため行政・関係機関・地
域が一体となった活動を推進する。

高齢者交通安全教室を実施す
る。

老人クラブ等の高齢者団体
への案内、開催日の調整を
行う。

高齢者安全教室の実施団体
数

７２団体 ８２団体 Ａ

「身近にある危険」をテーマに地元のひやり箇所
をあげてもらい、討論形式の教室を実施した。
平成２５年度は、教室実施についての案内を１２
月にも送付したことから、受講団体の増に繋がっ
た。

都市整備部 交通政策課

　基本施策１－６　交通安全の確保

　　個別施策１－６－１　交通安全対策

　　個別施策１－５－１　冬期の安心・安全確保

　個別施策１－５－２　除排雪道路のネットワーク化

　基本施策１－５　除排雪対策
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
放置自転車対策経
費

市民の良好な生活環境を確保するため、自転
車等放置禁止・規制区域における放置自転車
等の防止に努めるとともに、自転車等駐車場
の適切な管理・運営を行う。

都市環境を確保するため放置
自転車対策を強化する。

秋田駅周辺の自転車等の放
置禁止・規制区域における
放置自転車等の放置防止お
よび自転車等駐車場(１６
か所)の適切な管理・運営
を行う。

自転車等放置禁止・規制区
域における放置自転車撤去
台数

５３３件 ４８４台 Ａ

秋田駅周辺の自転車等の放置禁止・規制区域にお
ける巡回・撤去・保管・返還に関する業務を委託
し、市民の良好な生活環境の確保に努めた。

都市整備部 交通政策課

1
【再掲】交通安全
対策経費

７２団体 ８２団体 Ａ

「身近にある危険」をテーマに地元のひやり箇所
をあげてもらい、討論形式の教室を実施した。
平成２５年度は、教室実施についての案内を１２
月にも送付したことから、受講団体の増に繋がっ
た。

都市整備部 交通政策課

○　

16

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 11

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 7

基本方針１の事業評価

　　個別施策１－６－３　市民の交通安全意識の高揚

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－

　　個別施策１－６－２　道路交通環境の整備
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
高齢者コインバス
事業

満６８歳以上の高齢者が、市内の路線バスを
利用する際、市が交付する資格証明書を携帯
している者に対し、１００円で乗車できるよ
う助成する。

広報、新聞、テレビ、ラジ
オ等の媒体を利用して、交
付率の向上を図る。

資格証明書交付率

５０％ ５６．５９％ Ａ

平成２５年１０月１日から対象年齢を満７０歳以
上から満６８歳以上まで引下げ実施し、利用者の
増加を図った。また、広報あきたやホームページ
などで事業の周知に努めた。

福祉保健部 長寿福祉課

2
バス交通総合改善
事業

利用者が年々減少し、路線の維持が困難な状
況となっている郊外部の不採算路線の廃止に
伴うマイタウン・バスとして、西部線、北部
線、南部線、東部線、笹岡線を運行し、市民
の移動手段の確保と充実を図る。

高齢化の進行による「交通弱
者」の増加や郊外部における
不採算バス路線の廃止に対応
するため、市民・事業者等と
の連携・役割分担のもと、市
民の移動手段の確保と充実を
図る。

地域住民と協議・調整のう
え、ダイヤ等の見直しを図
り、利便性の向上に努め
る。

マイタウン･バスにおける
コインバス利用者数

６１，２７７
人

６２，１０２
人

Ａ

高齢者コインバス事業の対象年齢を平成２５年１
０月１日から満６８歳以上に引き下げたことなど
から、利用者数が向上した。

都市整備部 交通政策課

3
地方バス路線維持
対策経費

生活バス路線は、日常の市民生活を支える移
動手段として重要であることから、バス事業
者に対し運行にかかる経費の一部を補助し、
市民の移動手段の確保を図る。

生活バス路線は、日常の市民
生活を支える移動手段として
重要であり、バス路線を運行
する系統毎の赤字分に対し補
助を行い、路線の継続を図
る。

赤字バス路線に対し補助す
る。

赤字バス路線への補助であ
り、対象路線や補助金額が
変動するため、目標指数の
設定はなし。 ○ ○ －

赤字バス路線の運行維持のため、補助金を交付し
た。

都市整備部 交通政策課

4
中心市街地循環バ
ス運行事業

秋田駅周辺とエリアなかいちで創出されたに
ぎわいを中心市街地全体に波及させること
で、中心市街地の一体的活性化を図る一助と
するため、中心市街地を循環するバスを運行
するものである。

秋田駅周辺と中通一丁目地区
で創出されたにぎわいを中心
市街地全体に波及させること
（にぎわいの面的波及効果を
見込むもの）。中心市街地循
環バス１便あたりの大人（中
学生以上）の乗車人数平均５
人以上。

ホームページや広報あきた
等を積極的に活用したＰＲ
を継続するとともに、循環
バスのカラーデザインおよ
び愛称の公募や新たなリー
フレットの導入などを通
じ、循環バスの認知度の向
上、利用促進を図る。

１便あたりの大人（中学生
以上）乗車人数

６人以上 ５．７人 Ｂ

循環バスのカラーデザインおよび愛称の公募や１
日乗車券による利便性の向上により、前年度より
１便あたり０．５人増加したが、目標には及ばな
かった。今後、庁内の観光連携推進会議や商工会
議所等関係機関との連携等により利用者拡大を図
る。

都市整備部 交通政策課

1
【再掲】バス交通
総合改善事業

６１，２７７
人

６２，１０２
人

Ａ

高齢者コインバス事業の対象年齢を平成２５年１
０月１日から満６８歳以上に引き下げたことなど
から、利用者数が向上した。

都市整備部 交通政策課

2
【再掲】地方バス
路線維持対策経費

○ ○ －

赤字バス路線の運行維持のため、補助金を交付し
た。 都市整備部 交通政策課

1
泉・外旭川新駅
（仮称）整備効果
等調査経費

泉・外旭川地区への新駅設置に向けて、想定
される多様な効果等を検証する。

高齢社会を見据えた持続可能
な公共交通体系の実現を目指
し、鉄道機能の充実を図る。

専門的知見を取り入れて新
駅構想の可能性等を検討す
るための調査を行う。

取組内容が調査のため目標
指数の設定はなし。

○ ○ －

調査においては、市民意向調査、需要予測、施設
規模の検討を実施し、費用対効果を踏まえた施設
配置計画案を作成した。 都市整備部 交通政策課

1
バス案内サービス
の充実

簡単な操作でバス乗り場や発車時刻等を表示
する情報端末を設置する。

公共交通の利便性向上と利用
促進を図る。

秋田駅周辺に端末３台（秋
田駅中央改札・観光案内所
前、アルヴェインフォメー
ションカウンター横、ぽぽ
ろーど西口２階）を設置す
るとともに、携帯電話から
の情報取得にも対応できる
システムとする。

バス案内サービス年間アク
セス件数

３５５，８１
４件

２２３，９３
３件

Ｂ

最もアクセス数がある携帯版バス案内サービスに
おいて、スマートフォンの急速な普及が進む中、
画面表示や操作性がスマートフォン非対応である
ことによる利便性の低下により、利用者数が減少
したものと考えられる。
今後、スマートフォンに対応したバス案内サービ
スの構築を検討し、バス利用者の利便性向上を図
る。

都市整備部 交通政策課

1
障がい者交通費補
助事業

身体・知的障がい児（者）の社会参加促進の
ため、バス運賃を無料化する。また、在宅重
度身体障がい者の通院時タクシー代の一部を
助成する。

バス運賃の無料化により障が
いのある高齢者の社会参加の
促進や生活圏の拡大を図り、
同様に高齢在宅重度身体障が
い者の通院時タクシー代の一
部助成により、福祉の増進を
図る。

バス：福祉特別乗車証を交
付する。タクシー：身体障
がい者（通院用）タクシー
利用券を交付する。

目標指数の設定困難
参考：
平成２４年度予算額
　　１０９，８９２千円
平成２５年度予算額
　　１０５，７００千円

○ ○ Ａ

福祉特別乗車証交付者数　５，１６１人
身体障がい者(通院用)タクシー利用券交付者数
２，８１５件
決算額  １０３，５１７千円

福祉保健部
障がい福祉
課

基本方針２　交通機関の利便性の向上をはかります

　　個別施策２－１－２　バス運行システムの整備

　　個別施策２－１－３　鉄道の利便性の向上

　　個別施策２－１－４　交通情報提供の充実

　　個別施策２－２－１　高齢者の安全な移動環境の整備

　基本施策２－２　高齢者の日常移動手段の確保

　　個別施策２－１－１　バス利用環境の整備

　基本施策２－１　公共交通の利用促進
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

2 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がい者が社会参加な
どで外出する際の移動の支援を行う。

屋外での移動が困難な障がい
者に対して、外出のための支
援を行い、地域での自立生活
および社会参加を支援する。

屋外での移動が困難な障が
い者が社会参加などで外出
する際の移動の支援を行
う。

申請に対する対応率

１００％ １００％ Ａ

移動支援事業
Ｈ２５申請者数　　　８名
Ｈ２５支給決定者数　８名

福祉保健部
障がい福祉
課

3
秋田市バリアフ
リー協議会経費

秋田市バリアフリー基本構想に基づく事業の
進捗状況の確認および事業調整等を行うた
め、会議を開催する。

基本構想に位置付けた事業の
進捗管理および調整等を行う
ことを目的とした会議を、概
ね年１回程度開催する。

会議を概ね年１回程度開催
できるよう、事業者から年
度ごとの進捗状況について
聞き取りするほか、事業の
進捗管理を行う。

会議を概ね年１回程度開催
する。

○ ○ Ａ

平成２６年３月１８日に会議を開催した。

都市整備部 都市計画課

○　

6

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 2

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 3

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－

基本方針２の事業評価

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
既設市営住宅建替
事業

老朽化した市営住宅の建替えを行う。 老朽化した既設の市営住宅の
建替えを行い、居住環境の向
上を図る。

高齢者等が暮らしやすいバ
リアフリーに配慮した建替
えを行う。

高梨台市営住宅建替数
○

地質調査
× Ｂ

地質調査については、２６年度に実施予定であ
る。 都市整備部 住宅整備課

2 住宅管理費

市営住宅および特定公共賃貸住宅を常に適正
な状態に維持し、入居者の快適な居住環境の
確保を図る。

市営住宅および特定公共賃貸
住宅を常に適正な状態に維持
し、入居者の快適な居住環境
の確保を図る。

市営住宅等の入居者の快適
な居住環境を確保するた
め、市営住宅等の維持・管
理を図る。

市営住宅等の適正な管理

１００％ １００％ Ａ

市営住宅等の入居者の快適な居住環境を確保し、
市営住宅等の維持・管理に努めた。

都市整備部 住宅整備課

1
住宅用太陽光発電
普及促進事業

住宅用太陽光発電システムを設置しようとす
る者に設置費用の一部を補助し、再生可能エ
ネルギーの普及を図る。

市域の温室効果ガス排出量を
削減するため、家庭部門にお
ける再生可能エネルギーの普
及を図る。

設置業者による代行申請
（委任状）を認めるなど、
申請者の事務的負担の軽減
を図り、高齢者世帯からの
申請にも配慮する。

設置件数

３２９件 ２１０件 Ｂ

国の導入計画は、平成３２年度までに平成１７年
度比２０倍を目指すものとなっている。本市に換
算すると（１５９件→３，１８０件）、毎年２５
０件以上の普及が必要となるが、平成２２年度は
１８９件、平成２３年度は１７１件であった。平
成２４年度は、ＦＩＴのスタートにより市民の再
生可能エネルギーへの関心が高まり、３１９件と
大幅に増加しているが、平成２５年度は、申請件
数の伸び悩みにより２１０件となっている。

環境部 環境総務課

2
木造住宅耐震改修
等事業

旧耐震基準の木造一戸建て住宅（昭和５６年
５月以前に建築された木造住宅）への耐震診
断、耐震改修計画および耐震改修工事に対し
補助金を交付する。

住宅の耐震化率を平成３２年
度まで９割にする。

住宅の耐震化に関する説明
会を実施する。（防災研修
会、町内会、高齢者学級や
女性学級などで本事業の周
知を図る。）

住宅の耐震化率

８２．８％ － －

【２５年度末実績値が把握できない理由】
　実績値の根拠となる住宅・土地統計調査は平成
２５年度に実施され、公表されるのが平成２６年
から平成27年になる見込のため。（５年ごとの調
査）
※「県都あきた成長プラン」の目標および進捗状
況と同一

都市整備部 建築指導課

3
住宅リフォーム支
援事業

市内にあり、自ら居住し所有する住宅で、５
０万円以上の増改築やリフォーム工事を行う
者に３万円補助する。

市内にあり、自ら居住し所有
する住宅で、５０万円以上の
増改築やリフォーム工事を行
う者に３万円補助する。

市民の居住環境の向上およ
び建設業等の関連業者への
経済波及効果を図るため、
リフォームなどを行う市民
に対し、支援する。

年間リフォーム実施比率を
平成３２年に
６％とする。 ３．７％ ４．４％ Ａ

市民の居住環境の向上および建設業等の関連業者
への経済波及効果を図り、リフォームなどを行う
市民に対し、支援した。 都市整備部 住宅整備課

1
生活支援ハウス運
営事業

独立して生活することに不安のある６０歳以
上のひとり暮らし等高齢者に、居住機能およ
び地域交流機能、生活相談機能を総合的に提
供できる居住施設の生活支援ハウスを提供
し、高齢者が健康で安心して生活できるよう
に支援する。

生活支援ハウスの入居者を確
保し、入居者が安心して健康
で明るい生活を送ることがで
きるよう支援する。

生活支援ハウスの周知を図
るとともに、適切な対象者
の入居を推進する。

入居者数

２０人 ２０人 Ａ

生活支援ハウスを訪問し、設備や利用者の生活状
況を把握し、入居希望者にわかりやすく入所案内
を行い適切な対象者の入居を努めた。

福祉保健部 長寿福祉課

2
住生活基本計画推
進経費

「秋田市住生活基本計画」に基づき、住宅の
耐震診断・改修やマンションの適切な管理に
関する講習会等を開催する。

リーフレットの配布や専門家
による相談会等を実施し、市
民の意識高揚を図る。

住宅の耐震診断・改修やマ
ンションの適切な管理に関
する講習会等を開催する。

住宅の耐震診断・改修に関
する研修会

３回 ２回 Ａ

住宅の耐震診断・改修やマンションの適切な管理
に関する講習会等を開催した。

都市整備部 住宅整備課

1
住宅改修に関する
適正化

要介護・要支援者が住み慣れた居宅で安心・
安全に自立した生活を送るため、手すりの取
り付けなどの住宅改修に住宅改修費を支給す
る。

介護支援専門員や施工業者に
対する確認・検査・指導など
を実施し、利用者や介護者に
とって適切な住宅改修が行わ
れるようにする。

より利用者の状況に適した
住宅改修が行われるよう、
住宅改修箇所の確認に努め
る。

申請の不明点の確認回数
（電話、窓口、現場での確
認）

１５０回

現場確認：10
回
その他、不明
点について、
電話・窓口で
確認を行っ
た。

Ａ

住宅改修の適正化を図るため、事前審査書類（写
真・工事見積書等）により不明な点等について、
窓口又は電話で確認・指導を行った。また、必要
に応じて現場確認を行った。 福祉保健部 介護保険課

2
【再掲】住生活基
本計画推進経費

３回 ２回 Ａ
住宅の耐震診断・改修やマンションの適切な管理
に関する講習会等を開催した。 都市整備部 住宅整備課

基本方針３　高齢者の住環境を整備します

　　個別施策３－１－１　市営住宅の整備

　　個別施策３－１－４　住宅のバリアフリー化

　　個別施策３－１－３　高齢者の健康に配慮した暮らしやすい住宅の整備

　　個別施策３－１－２　住宅の住み替え、改修の支援

　基本施策３－１　高齢者の住環境の利便性の向上
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
【再掲】生活支援
ハウス運営事業

２０人 ２０人 Ａ
生活支援ハウスを訪問し、設備や利用者の生活状
況を把握し、入居希望者にわかりやすく入所案内
を行い適切な対象者の入居を努めた。

福祉保健部 長寿福祉課

○　

7

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 2

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 1

基本方針３の事業評価

　基本施策３－２　高齢者の孤立防止

　　個別施策３－１－５　住宅相談の充実

　　個別施策３－２－１　社会とのつながりを持って生活できる住環境

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
秋田テルサ管理運
営経費

勤労者に文化・教養・スポーツの場を提供
し、福祉の充実と勤労意欲の向上を図るた
め、秋田テルサを運営する。（事業運営や施
設の維持管理を指定管理者へ委託）

スクール・講座事業を充実さ
せ、受講者の増加を図る。

ホームページ、市の広報
紙、機関誌の無料広告、ポ
スターの掲示等広告宣伝に
努める。

講座事業受講人数

３，６００人 ３，５５６人 Ａ

秋田テルサの管理運営を行う指定管理者に対し指
定管理料を交付し、当該事業推進を支援した。な
お、達成率は９８．８％であり、概ね達成したも
のと判断する。

商工部 商工労働課

2
地蔵田遺跡公開活
用事業

生徒と市民が一体となって集落の復元を行っ
た地蔵田遺跡を、郷土学習の生きた教材とし
て史跡を活用しながら、史跡公園として維
持・管理を行う。

高齢者を含むより多くの市民
に史跡を訪れてもらう。

高齢者を含む多くの市民が
関心を持つ講座を開催し、
広報資料を作成する。

来訪者数

７，２００人 ８，０３９人 Ａ

平成２５年に開館した出土品展示施設の活用を図
るため、近隣県の類似施設へ広報資料を設置する
など、高齢者を含む史跡の周知を幅広く行った。 教育委員会 文化振興室

3
秋田城跡公開活用
事業

史跡秋田城跡を市民の郷土学習の場として活
用するために、各種講座や体験学習などの活
用事業と情報発信を行う。

史跡秋田城跡の認知度や史跡
への愛護精神の向上を図る。

多くの市民（高齢者）が参
加できるよう、活用メ
ニュー等を工夫する。

活用事業への参加者数

７，０００人 ９，３９３人 Ａ

高齢者の参加を促すため、図書館などへのチラシ
を置き、周知方法の工夫を行った。

教育委員会
秋田城跡調
査事務所

4
市民スポーツ活動
振興事業

身近で気軽にスポーツに親しむ環境づくりを
進めるため、競技団体やスポーツ少年団、地
区体育協会等への支援を行う。

スポーツ行事に参加する人
（高齢者）の割合を増やす。

市や各地区で実施している
スポーツ関連行事に、多く
の方々に参加してもらえる
よう事業内容の充実を図
る。

市主催スポーツ行事に参加
する２０歳以上市民の割合

３０％ － －

各種スポーツイベントやスポーツ教室を積極的に
開催したほか、体力や技術に関係なく、誰でも楽
しめる「フロアカーリング交流大会」を実施し
た。
なお、実績値については、今年度実施する「ス
ポーツに関する市民アンケート調査」で把握す
る。

教育委員会
スポーツ振
興課

5 保健体育振興経費

学校体育施設開放事業およびスポーツ教室
（学校開放スポーツ教室）を開催する。

地域の身近なスポーツ施設で
ある学校体育施設の効率的な
利用を図る。

学校を通じてチラシを配付
するなど、生徒やその家族
などにも利用してもらえる
よう周知を図る。

学校体育施設の指定開放時
の利用者数

２０，０００
人

２１，２０５
人

Ａ

多くの地域住民に使用してもらえるよう、積極的
なＰＲに努めるとともに、学校体育施設を利用し
た各種スポーツ教室を開催し、地域住民の健康・
体力の保持増進を推進した。

教育委員会
スポーツ振
興課

6
はずむスポーツ都
市推進事業

スポーツ振興基金を活用し、「はずむスポー
ツ都市」のＰＲに努めながら、幅広い世代が
気軽にスポーツや健康づくりに取り組めるイ
ベントや講習会等を開催する。

多くの高齢者に参加してもら
い、運動実施率の向上につな
げる。

高齢者向けに実施している
「健康運動教室」の内容の
充実を図る。

週１回以上運動を行う
２０歳以上市民の割合（運
動実施率） ６５％ － －

年齢や目的に応じた専門性の高いプログラムに見
直し、運動習慣の定着化を図った。
なお、実績値については、今年度実施する「ス
ポーツに関する市民アンケート調査」で把握す
る。

教育委員会
スポーツ振
興課

7
秋田市社会教育中
期計画の策定

社会教育の一層の振興を図り、市民の多様な
ニーズに対応した学習環境の整備を体系的、
計画的に推進するため、社会教育の方向性を
定める「第４次秋田市社会教育中期計画（平
成２３年度～平成２７年度）」を策定する。
○高齢者教育の充実について
健康や生きがい、仲間づくりの学びの機会を
充実するとともに、高齢者が身近に学べる場
を充実する。

１　地域の連携を図る事業
  を工夫する。
２　声かけによる「学び」
  の意識づくりに努め、高
  齢者の社会参加を勧め
  る。
３　「学び」の成果が、地
  域の人と人のつながりを
  深めるよう努める。

本事業は、社会教育中期計
画を策定するための事業で
あり、実施については他の
事業等（地域社会教育推進
経費）で取り組む。

高齢者教育学級受講者の満
足度

７３％ ９４％ Ａ

受講者自らが学ぶことを欲した要求課題に加え、
受講者に必要とされる現代的課題や地域課題に取
り組んだ。

教育委員会 生涯学習室

8
地域社会教育推進
経費

西部、北部、河辺および雄和市民サービスセ
ンターにおいて、社会参加の促進、高齢者の
役割や健康などについて学習するため高齢者
学級を実施する。

西部、北部、河辺、雄和の各
地域において、社会教育事業
を実施する。

社会参加の促進、高齢者の
役割、生きがい、健康など
について学習するため高齢
者学級を開設する。

高齢者学級数

７学級 ７学級 Ａ

西部、北部、河辺、雄和の各地域において、社会
参加の促進、高齢者の役割、生きがい、健康など
について学習するため、それぞれの地域で高齢者
学級等を開設した。

教育委員会 生涯学習室

9
生涯学習・社会教
育推進事業

市民のライフステージに応じた現代的課題や
地域課題に関する学習機会の拡充を図るほ
か、様々な分野の指導者や講師の養成と確保
を進めながら、市民の学習成果を地域社会の
活性化につなげていく体制づくりに努める。

市民の高度化・多様化してい
る「学び」のニーズに対応し
た学習機会の提供や情報提
供、指導者・講師の養成・確
保に努め、生涯学習・社会教
育を推進する。

各種学級講座や会議の開催
や生涯学習情報誌等を作成
する。また、社会教育関係
研修・大会へ職員を派遣す
る。

高齢者学級数

７学級 ７学級 Ａ

高度化・多様化する学習ニーズに対応した学習機
会を提供する高齢者学級等を開催したほか、生涯
学習ガイドなどの情報誌やＨＰ等により高齢者が
参加できる様々な生涯学習情報の提供に努めた。
また、事業の企画や情報発信、学習成果の地域還
元などに係る職員の資質の向上を図るために、研
修会等に職員が参加した。

教育委員会 生涯学習室

基本方針４　高齢者の社会参加をはかります

　基本施策４－１　多様な価値観に対応した社会参加の場づくり

　　個別施策４－１－１　生涯学習の充実
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

中央図書館明徳館
大活字本貸出冊数

１，４５０冊 ２，８４０冊 Ａ

大型活字本の新規購入及び寄贈により蔵書数を増
加させるとともに、館内にリストを配備して利用
の促進を図った。また、移動図書館や団体配本へ
の利用促進にも努めた。

教育委員会
中央図書館
明徳館

新屋図書館
大活字本貸出冊数 ３００冊 ４０３冊 Ａ

中央図書館明徳館から大活字本を借受けし、利用
者の目に留まる機会を増やした。 教育委員会 新屋図書館

土崎図書館
大活字本蔵書冊数
*大活字貸出冊数から蔵書
冊数に修正

２０６冊 ２４３冊 Ａ

県立図書館、中央図書館からの借受けを行い、利
用者の要望に対応した。

教育委員会 土崎図書館

明徳館河辺分館
大活字本貸出冊数 ３０冊 ７冊 Ｂ

利用が大変少なかった。今後は大活字本の増加、
更新を図るとともに、展示方法や案内等が目に留
まりやすいようにする。

教育委員会
明徳館河辺
分館

雄和図書館
大活字本蔵書冊数
*大活字貸出冊数から蔵書
冊数に修正

１２０冊 １１１冊 Ａ

ほぼ目標値に達している。大活字本の増冊はしな
かったが、老眼鏡と拡大鏡を設置し、高齢者の図
書館利用の手助けとなるように所蔵本で要望に対
応した。

教育委員会 雄和図書館

中央図書館明徳館
高齢者の講座参加人数 ２０人 ５９人 Ａ

高齢者向きの「ゆったり体操講座」を開催した。
教育委員会

中央図書館
明徳館

新屋図書館
高齢者の講座参加人数 ３０人 ５１人 Ａ

文学、音楽と詩の朗読、郷土の歴史といった身近
なテーマで、幅広い年齢層が楽しめる催しを行っ
た。

教育委員会 新屋図書館

土崎図書館
高齢者の参加に配慮した事
業開催数
＊高齢者の講座参加人数か
ら高齢者の参加に配慮した
事業開催数に修正

３回
＊３人から３

回へ修正
３回 Ａ

音楽、地域の祭り、自然をテーマに、幅広い年齢
層に身近な講座を企画した。

教育委員会 土崎図書館

明徳館河辺分館
高齢者の講座参加人数 ３０人 ７０人 Ａ

高齢者が共感し、興味を持つことができる内容の
講座を実施した。 教育委員会

明徳館河辺
分館

雄和図書館
高齢者の講座参加人数 ２０人 １８人 Ａ

ほぼ目標値に達しており、講座の内容も適した
テーマとなり、月２回の講座に積極的に参加して
もらった。また、研修視察も実施した。

教育委員会 雄和図書館

12 石井露月顕彰事業

俳人石井露月の功績を広く県内外に顕彰する
ため、短詩型の作品を全国から募集し作品づ
くりを通して文学に親しみを持ち、心豊かな
芸術文化の振興を図る。作品募集と全国俳句
大会の開催、作品集の発行などを行う。

高齢者の大会参加者数の増加 交通の便が良い会場を選
び、また開催時間や講師に
ついても高齢者に配慮した
魅力のある大会を目指し、
参加者の増加を図る。

大会参加者数

２１０人 ２２０人 Ａ

参加者が多く目標値に達した。
石井露月を顕彰するため開かれる全国俳句大会は
高齢者が多数参加した。また、講演会も開催し露
月ゆかりの講師を招いて、テーマも高齢者が興味
を持って参加出来るもので実施した。

教育委員会 雄和図書館

1
スポーツホームタ
ウン推進事業

トップスポーツクラブとの連携体制の強化や
のぼり等の掲出、ホームゲームをＰＲする取
組により、市民の応援する機運を高め、地域
活性化を図る。

トップスポーツクラブの認知
度アップを図る。

週末に市内でホームゲーム
がある場合、商店街でのＰ
Ｒバナー掲出、にぎわい交
流館のデジタル大画面での
ＰＲビデオ放映などによ
り、応援機運を高め、安定
した観戦者数確保につなげ
る。

秋田ノーザンハピネッツ
ホームゲーム１試合あたり
の観戦者数

２，４５０人 ３，０５７人 Ａ

にぎわい交流館のデジタル大画面でホームゲーム
PR動画を放映したり、ぽぽろーどにホームゲーム
PRカウンターを設置したことが、試合日程の周知
や応援機運の醸成につながった。

企画財政部 企画調整課

2
平成２６年度国民
文化祭関係経費

「第２９回国民文化祭・あきた２０１４」に
向け、本市主催事業に関する実行委員会を組
織し、事業別実施計画等を策定するととも
に、県や文化団体等と連携しながら開催に向
けた準備を進める。

国民文化祭の開催を通じ、あ
らゆる年代の市民に対して、
文化活動への参加機運を高
め、新しい芸術文化の創造を
促進する。

高齢者を含む多くの市民が
関心を持つ講座の開催、広
報資料の作成を行う。

観客・来場者数（本市主催
事業）

○ ○ －

高齢者を含む多くの市民が関心を持つようなＰＲ
活動やイベントの開催、広報資料の作成を行っ
た。 企画財政部 企画調整課

3 広報広聴課管理費

参加費無料（一部施設の見学を除く）の施設
見学会の実施や、陳情、要望等の受付、市民
１００人会の運用を行う。

社会参加の促進、市政参加の
機会の確保

施設見学会は、団体向けお
よび個人向けに様々なコー
スを設定し、参加しやすい
ようにする。陳情・要望等
は、高齢者が提出しやすい
ように配慮する。市民１０
０人会は、秋田市の年齢
別・男女別の人口構成等を
考慮して会員を委嘱し、高
齢者の市政参加の機会を確
保する。

施設見学会参加者数

５００人 ５６８人 Ａ

施設見学会は、団体向けを２８回実施し３７７人
が参加、個人向けを１４回実施し１９１人が参加
した。
陳情・要望等は、誰でも提出しやすいように、電
子媒体でも紙媒体でも様式を問わず、また、持
参、郵送、Eメールなど様々な提出方法に対応し
た。
市民１００人会は、高齢者を含む会員に意見聴取
を行い、市政参加の機会を確保した。

企画財政部 広報広聴課

高齢者が参加しやすいテーマ
の市民講座や講演会などの事
業を企画し、多くの高齢者に
参加してもらう。

図書館資料の充実を図るため、図書を購入す
る。大活字本を設置し貸出、老眼鏡、拡大鏡
を常備して高齢者の利用に供する。

大活字本を購入して、高齢者
の読書推進の一助とする。

10

　　個別施策４－１－２　多様な社会参加の機会の提供

11 各図書館経常事業

高齢者に身近なテーマによ
る講座等を実施する。

講座、講演会の開催や各種資料の展示会など
を行う。

高齢者や弱視者に配慮した
図書を購入し、貸出しをす
る。
大活字本コーナーを整備す
る。移動図書館、団体配
本、フォンテ文庫の大活字
本の整備を行う(中央図書
館明徳館）。

各図書資料整備経
費
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

4
官民連携秋田駅周
辺活性化事業

アルヴェやぽぽろーどでの自主イベントを官
民の連携で開催する。

多様な社会参加の機会の提供 アルヴェ自主事業の継続の
ほか、秋田駅西口側（中心
市街地）と連携し、賑わい
の相乗効果をねらった同時
イベントを開催し、高齢者
の社会参加を促進する。

入館者数

３，２００千
人

３,０９０千
人

Ｂ

秋田駅西側の施設とも連携しながらさまざまなイ
ベントを実施したが、25年度の入館者数は当初想
定していた３２０万人より少ない３０９万人にと
どまった。
引き続き高齢者の参加にも配慮しながら集客イベ
ントを企画開催し、恒常的なにぎわい創出に努め
ていく。

市民生活部
秋田市民交
流プラザ管
理室

5
障がい者社会参加
促進事業

障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業
の社会参加促進事業として、手話通訳者・要
約筆記奉仕員養成事業、点字広報・声の広報
等発行事業、スポーツ教室開催事業、障害者
スポーツ大会開催事業等を実施する。
１　障がい者団体自らが行う事業の自主的な
　運営を支援する。
２　市民活動団体が企画する、障がいのある
　方の社会参加や交流を促進する取　組を支
　援する。

障がいのある方やその家族の
主体的な活動を支援し、障が
いのある方の自立と社会参加
の促進を図る。

１　障がい福祉課ホーム
　ページ等で各障がい者関
　係団体の活動内容を掲
　載・紹介する。秋田市身
　体障害者協会等が行う事
　業等に対し、補助金を交
　付する。
２　スポーツ大会・教室を
　開催する。

教室･大会等の延べ参加人
数

２４０人 ２０１人 Ａ

スポーツ大会　４８人
水泳教室　２０人（１０回）
　※水泳教室に欠席した参加者があったため、目
標値には達していないが、著しく遅れている状況
ではないと判断する。

福祉保健部
障がい福祉
課

6
老人クラブ補助事
業

秋田市老人クラブ連合会および単位老人クラ
ブが実施する高齢者の健康と体力づくりの向
上、社会奉仕活動、地域交流活動事業等に対
し助成し、活動の活性化を図るとともに、高
齢者の生きがいづくりを支援する。

老人クラブ数、加入数の促進
を図る。

補助金交付、老人クラブ連
合会との連携による老人ク
ラブへの支援、さらに広報
等での周知を継続して実施
する。

老人クラブ数、加入者数

２０２クラブ
９，３３１人

１９４クラブ
８，３６１人

Ｂ

老人クラブ補助事業を実施したが、クラブ数・会
員数の減少に歯止めがかからず、目標達成が困難
な状況にあるが、引き続き市老人クラブ連合会と
連携しながら支援を実施した。

福祉保健部 長寿福祉課

7
健康づくり・生き
がいづくり支援事
業

社会福祉法人秋田市社会福祉協議会が実施す
る健康づくり・生きがいづくり支援事業を通
じ、地区社会福祉協議会が、地域の実情に応
じて、主に６５歳以上の高齢者を対象に実施
する軽スポーツ、趣味活動等の健康づくり・
生きがいづくり事業に助成する。

事業の周知と高齢者が参加し
やすい内容の事業メニューづ
くりを働きかける。

事業内容の充実と各地域の
実情に即した事業メニュー
づくりなど、高齢者がより
参加しやすい事業への取組
について、市社協および地
区社協へ働きかける。

 事業の実施件数

８８ ８６ Ａ

参加しやすく、充実した事業内容となるよう市社
協と協議し、介護予防の取り組みを推進した。

福祉保健部 長寿福祉課

8 市民農園整備事業

市民農園整備を行うとともに、道路整備を行
い、周辺の環境整備に努める。

市民農園区画数の増加を図
る。

アンケート調査による市民
ニーズの把握を行う。

平成２７年度までに市民農
園区画数１，１００区画 ９６５区画 １０４４区画 Ａ

仁井田スーパー農園や北部地区において区画数の
増設工事を行った。 農林部

農業農村振
興課

9
「美術館の街」活
性化事業

高齢者も含め市民が美術を楽しむ機会を提供
する。

展覧会や関連事業の開催によ
り、美術館周辺の来訪者の増
加を図る。

中心市街地に美術を楽しむ
市民が集まるように、魅力
ある展覧会を開催する。

本事業における展覧会観覧
者数

２０，６００
人

１７，４９０
人

Ａ

国内外の芸術性、知名度ともに高い内容の魅力あ
る展覧会を開催した。また、ワークショップや美
術講座等の内容を充実させ、市民が気軽に美術に
親しむ環境づくりに努めた。さらに、来館者サー
ビスの向上とにぎわい創出を図るため、中央街区
３商店街との連携にも努めた。

教育委員会 千秋美術館

10
美術館企画展開催
事業

高齢者も含め市民が美術を楽しむ機会を提供
する。

展覧会や講座などの開催によ
り、美術館への来館者増加を
図る。

企画展を実施する。 本事業における展覧会観覧
者数

４，４００人 ７，６７７人 Ａ

国内外の芸術性、知名度ともに高い内容の魅力あ
る展覧会を開催した。また、ワークショップや美
術講座等の内容を充実させ、市民が気軽に美術に
親しむ環境づくりに努めた。さらに、来館者サー
ビスの向上とにぎわい創出を図るため、中央街区
３商店街との連携にも努めた。

教育委員会 千秋美術館

11
赤れんが郷土館企
画展開催等事業

高齢者も含め、市民が郷土秋田の歴史や文化
を学び楽しめる機会を提供する。

展覧会や学習講座などの開催
により、来館者の増加を図
る。

魅力ある展覧会や学習講座
など実施する。

展覧会観覧者数。学習講座
等の参加者数 ２０，０００

人
２１，３１３

人
Ａ

企画展(５回)、常設展(７回)、教育普及事業(８
事業)等の開催を通じて、来館者増につながっ
た。

教育委員会
赤れんが郷
土館

12
佐竹史料館企画展
開催等事業

高齢者も含め市民が秋田藩および佐竹氏につ
いて歴史を楽しむ機会を提供する。

展覧展や講座などの開催によ
り、来館者の増加を図る。

秋田藩および佐竹氏につい
て歴史を楽しむ市民が集ま
るように、魅力ある展覧会
を開催する。

本事業における展覧会観覧
者数 １２，０００

人
１２,６２０

人
Ａ

Ｈ２５年度の入館者数の目標を達成したため評価
をＡとした。取組としては近隣施設へのリーフ
レット配布、報道による周知などがあげられる。 教育委員会 佐竹資料館

13 文化会館自主事業

音楽・舞踊・伝統芸能等の舞台芸術公演を企
画、大ホールにて実施する。

高齢者が関心を持つ公演を企
画し、高齢者に鑑賞してもら
う。

芸能公演や音楽公演を実施
する。

高齢者の入場者数

１５０人 ２００人 Ａ

「秋田子ども邦舞・邦楽公演」、「東京フィル
ハーモニー交響楽団ニューイヤーコンサート」、
ＮＨＫ公開番組「民謡魂ふるさとの唄」を実施し
た。

教育委員会 文化会館
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
地域づくり交付金
事業

住民が主体的に取り組む地域づくり活動を支
援するため、地域づくり交付金事業制度を実
施するとともに、地域の現状を把握し地域
ニーズに沿った支援ができるよう支援・相談
の窓口を開設する。
１　地域づくり交付金事業
　　個性ある地域づくりや地域課題の自己解
　決のため、５０万円を上限として　交付金
　を交付する。
２　地域巡回による支援・相談
　　地域の現状を把握し地域ニーズに沿った
　支援ができるよう、コミュニティ　セン
　ター等を地域支援担当職員が巡回し、支
　援・相談の窓口を開設する。

地域の課題解決や地域力の向
上などにより市民協働・都市
内地域分権を推進する。

制度のＰＲや活用実績の周
知などを行う。

交付金活用の拡大

Ｈ２４年度交付件数
　　　　　　　　８９件
決算額 ２４，１３３千円

２５，０００
　　　　千円

交付件数
　　 ６７件
決算額
２３，２８０
　　 　千円

Ｂ

Ｈ２５年度は、申請状況により、交付件数および
交付金額がＨ２４年度を下回り、目標指数を達成
できなかった。
目標指数は下回ったものの、地域団体が地域づく
り交付金事業を活用することで、地域の課題解決
や地域力の向上が図られ、市民協働・都市内地域
分権が推進された。

市民生活部
市民協働・
地域分権推
進課

2
民俗芸能伝承館経
常事業

民俗芸能の伝承と後継者育成のため、民俗芸
能合同発表会などを開催する。また、民俗芸
能・行事などを保存伝承している保存会の現
状などについての調査を行う。

民俗芸能の伝承と後継者育
成、民俗芸能・行事などの調
査などを行うことで、市民文
化の振興を図る。

伝統文化団体との連携によ
る講座を実施し、担い手育
成に努める。

講座の回数および参加者数

２１回
６００人

１７回
１,１８５人

Ａ

１０団体による民俗芸能合同発表会を開催すると
ともに秋田民謡講座等を開催した。
いずれも多数の参加者があり好評であった。 教育委員会

民俗芸能伝
承館

○　

28

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 4

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 3

基本方針４の事業評価

　　個別施策４－２－１　世代間交流の促進

　基本施策４－２　地域における活動の支援

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
学校における絆づ
くりの推進

本市として、学校における絆づくりの方向性
を各校に示すとともに、各校では「子どもが
絆を実感できる体験活動」「家庭と学校の協
力」「地域との連携」の３つの視点から教育
活動を見直し、「○○小（中）絆づくり教育
プラン」を作成し実践に取り組む。

学校における地域の人材を有
効に活用する。

「学校における絆づくりの
推進」は、学校と家庭が協
力し合う機会や学校と地域
のつながりを深める機会の
充実を図ることにより、子
どもが家庭や地域の人々と
のつながりの大切さを実感
することができるよう配慮
する。

各学校による主体的な教育
活動であるため目標指数の
設定はなし。

○ ○ －

「絆づくり教育プラン」のもと、小・中学校にお
いては、家庭や地域の協力を得ながら行う学校行
事や、郷土芸能・祭りの継承活動などの実践を積
み重ねてきたことにより、子どもが人の絆の素晴
らしさを実感することや、学校と家庭・地域の信
頼関係の構築に成果があった。

教育委員会 学校教育課

2
環境教育や福祉教
育の充実

高齢化等の福祉の現状や課題について理解を
深めるとともに、高齢者や障がいのある人と
の交流や、体験活動の充実を図る。

学校における地域の人材や地
域素材を有効に活用する。

「福祉教育の充実」におい
ては、地域の福祉の現状や
課題について理解を深める
とともに、高齢者や障がい
のある人との交流や体験活
動の充実を図ることによ
り、子どもたちに福祉の心
を育むことをねらいとし、
具体的な取組については、
地域の実情や児童生徒の実
態等に基づき、その年ごと
に学校が主体的に教育活動
を展開している。

各学校による主体的な教育
活動であるため目標指数の
設定はなし。

○ ○ －

地域の高齢者や障がいのある人々との交流活動を
もとに、福祉施設への訪問活動や、老人クラブ等
地域団体と共に伝統行事や清掃美化活動へ参加す
ることにより、児童生徒が人とふれあう温かさを
感じたり、相手の気持ちや立場を考えて行動した
りするなど、心のバリアフリーをはぐくむ取組の
充実を図った。

教育委員会 学校教育課

1
家族・地域の絆づ
くり推進事業

家族や地域の絆の大切さを啓発し、絆づくり
意識の定着を図る。

「絆づくりイベントへの参加
者数」および「絆づくりの認
知度」の向上を図る。

多様な世代の方がイベント
に参加できるよう、開催場
所や日時、周知方法等を工
夫する。また、絆づくりの
認知度向上のため積極的に
ＰＲする。

絆づくりイベントへの参加
者数、絆づくりの認知度

参加者８００
人

認知度５５％

参加者１，３
１４人

認知度４６％
Ｂ

テレビ・ラジオや地元情報誌、フェイスブックな
どを活用して広報をした結果、イベントへの参加
者数は目標指数を上回ったが、認知度は目標指数
には至らなかった。今後は新規事業を開催するな
どして、より一層認知度の向上に努めていく。

市民生活部
市民協働・
地域分権推
進課

2 男女共生推進事業

男女共生フォーラムの開催、ネットワーク
ニュースや広報等による啓発を行う。

様々な違いに関わらず、人権
を尊重し合い、個性や能力を
十分に発揮できる男女共生社
会へ向けた意識の醸成を図
る。

・市民に広く男女共生意識
を浸透させられる手法を検
討する。
・男女共生の視点が各関連
事業に取り入れられるよ
う、各部局との連携を強化
していく。

男女共生フォーラムの参加
者数

１，３００人
 １，０００

人
Ｂ

男女共生フォーラムについては積極的なＰＲを
行ったが、参加者数は目標指数に届かなかった。
次回以降の開催に向けて開催時期や内容について
検討する。
また、既存の事業に加えて２５年度からは街頭啓
発活動も行った。今後も、より広く市民へ男女共
生意識の浸透を図っていくこととする。

市民生活部
市民協働・
地域分権推
進課

3
エイジフレンド
リーシティ構想推
進事業

・フォーラム、講演会等の開催を通じてエイ
ジフレンドリーシティの啓発活動を進めると
ともに、各種情報媒体を活用し、ＰＲ等を行
う。
・エイジフレンドリーシティ実現に向けた自
主的な活動を行うことを目的に設立された市
民活動団体「エイジフレンドリーあきた市民
の会」の活動を支援する。

市民一人ひとりがエイジフレ
ンドリーシティの理念を理解
し、高齢者が能力や経験、知
識を十分に発揮できる高齢者
にやさしい社会の確立を目指
す。

・市民に広くエイジフレン
ドリーシティが浸透させら
れるよう、啓発活動を実
施する。
・エイジフレンドリーシ
ティの視点が各関連事業に
取り入れられるよう、各部
局との連携を強化してい
く。
・市民活動団体「エイジフ
レンドリーあきた市民の
会」の活動を育成支援す
る。

エイジフレンドリーシティ
の認知度

７０％ ６３．７％ Ｂ

エイジフレンドリーシティを実現するための考え
方や、取り組むべき基本的方向を示した、行動計
画を策定し、ホームページやパンフレット等で内
容の周知を図った。また、海外専門家による講演
会（職員研修、市民向け・企業向け講演会、総参
加人数数：215人）、基調講演と映画上映による
フォーラム（延べ参加人数：445人）を開催し、
理念の浸透を図った。エイジフレンドリーシティ
の普及啓発に寄与する市民活動団体「エイジフレ
ンドリーあきた市民の会」に対しては、補助金を
交付し活動を支援したほか、事業の企画・実施等
をサポートしながら、行政との協働による取り組
みを推進した。
 しかし、市民のエイジフレンドリーシティに対
する理解は十分に深まっているとはいえず、今後
は、エイジフレンドリーシティカレッジの開催、
通信の発行などを通して、市民への普及啓発に努
めるほか、企業等への働きかけも行い、地域全体
で取り組む体制構築を目指す。

福祉保健部 長寿福祉課

4
いきいき長寿祝い
事業

人生の区切りとなる節目の年に敬老の意を表
すため、白寿（満９９歳）を迎える方に祝い
品を贈る。

長寿を祝福し、市民の敬老思
想の高揚を図る。

市職員が直接対象者を訪問
し、贈呈する。

対象者数

９８人 ８８人 Ａ

９月から１０月にかけて、対象者を市職員が直接
訪問し、祝い品を贈り長寿を祝った。 福祉保健部 長寿福祉課

5 敬老会補助事業

地区社会福祉協議会が実施する敬老会へ補助
する。

地域における敬老思想の啓発
と、地区住民と高齢者の交流
促進を図る。

地区における高齢者と住民
のつながりを重視した敬老
会開催を、各地区社協へ働
きかける。

敬老会参加者数

９，３９１人 ８，４７８人 Ｂ

高齢者と住民のつながりがある敬老会開催を各地
区社協へ働きかけをした。

福祉保健部 長寿福祉課

基本方針５　あらゆる世代がお互いを認め合う地域と社会をつくります。

　基本施策５－１　高齢者、高齢社会の捉え方の意識改革

　　個別施策５－１－１　学校教育における高齢者・高齢者に関する教育の推進

　　個別施策５－１－２　高齢者、高齢社会に関するプラスイメージの創出
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

6
老人保健福祉月間
の実施

高齢社会および高齢者への理解を深め、思い
やりの心を育てることを目的に、老人保健福
祉月間にふさわしい標語、ポスターデザイン
を児童･生徒から募集する。

老人保健福祉月間を契機に、
世代を越えて市民一人ひとり
が高齢者の問題や高齢社会を
身近なものとして理解し、考
える機会をつくる。

市内の小学校３校から２０
作品ずつ標語を募集する。

標語の募集数

６０作品 ６８作品 Ａ

老人保健福祉月間啓発用標語およびポスターデザ
インを市内３小学校から募集し、標語・ポスター
デザイン表彰式を実施した。
老人福祉月間の啓発用ポスター、リーフレット、
ポケットティッシュを作成し、市内福祉施設、関
係機関等に配布、掲示し、広く周知を図った。

福祉保健部 長寿福祉課

1 消費生活相談事業

消費者トラブルに遭いやすい高齢者を中心に
消費生活出前講座を実施する。

消費者啓発の充実を図り、高
齢者の消費者被害を未然に防
止する。

消費生活出前講座のＰＲと
申請のあった団体へ講師を
派遣する。

出前講座　年間３０回

１００％
２１６％

（６５回）
Ａ

市内の各老人クラブ等へ案内を送付してPRを行
い、申請のあった団体に出前講座を実施した。 市民生活部

市民相談セ
ンター

1
成年後見制度利用
支援事業

身寄りのない重度の知的障がい者等に対し、
必要と認めた場合は、成年後見制度の申立に
要する経費および後見人等の報酬の全部又は
一部を助成する。申立経費の助成は、一時立
て替え払いであり、後見人等が選任された後
に被後見人等の財産から償還を受ける。

成年後見制度の利用について
支援する。

対象者のうち、成年後見等
開始申立手続費用等の支払
能力に乏しい者に係る申立
経費と後見人等選任後の報
酬について、その全部又は
一部を助成する。

必要と認めた方への対応率

１００％ １００％ Ａ

１ 審判申立
 　市長申立１件
　 申立費用を補助した。
２ 成年後見人等に対する報酬助成
　 対象者１名
　 助成金額は、報酬付与審判額と同額
   市長申立以外で選任された成年後見人に対す
   る報酬助成

福祉保健部
障がい福祉
課

2
成年後見制度利用
支援事業

判断能力が低下した身寄りのない高齢者等
の、自己決定の尊重と権利の擁護を図るた
め、必要と認めた場合、成年後見制度の申立
に要する経費および後見人等の報酬の全部又
は一部を助成する。

各地域包括支援センターと連
携した制度の周知を図る。

地域包括支援センターとの
連携を深める。

地域包括支援センターの年
間相談件数の合計

２２５件 １６９件 Ｂ

地域包括支援センターと連携し成年後見制度およ
び事業の周知を図ったが、目標に届かなかった。
引き続き各地域包括支援センターと連携し、成年
後見制度と支援事業の周知を図りたい。

福祉保健部 長寿福祉課

○　

4

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 5

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 2

基本方針５の事業評価

　　個別施策５－２－２　高齢者の権利擁護

　基本施策５－２　高齢者の声が届きやすい体制づくり

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－

　　個別施策５－２－１　相談体制の充実
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
秋田市民交流プラ
ザ市民活動育成・
支援事業

市民交流サロンにおいて、市民活動の育成・
支援を目的とした各種講座の開催や情報提
供、市民活動アドバイザーによる相談業務を
行うなど、市民活動に参加しやすい環境の整
備を図る。

高齢者のボランティア活動の
促進と受け入れ先の整備を図
る。

市民活動アドバイザーによ
る相談業務を継続して行っ
ていくほか、各種事業を通
して市民活動の底辺拡大を
図り、高齢者の社会参加の
機会を増やす。

市民活動アドバイザー相談
者数

３００人 ２６２人 Ｂ

市民活動アドバイザーによる相談・情報提供件数
は減少傾向にあり、目標達成に至らなかったが、
団体等の主体的な活動によるミーティングスペー
スの利用回数が大幅に増加している（21年度410
回→25年度586回）。
これは、相談・情報提供の主な対象であるボラン
ティア団体・NPO等が組織として成長したこと
や、インターネットの飛躍的な発達によって、自
分たちで情報の収集が可能になったことなどか
ら、アドバイザーへの相談・情報提供件数が減少
したものと考えられる。
よりレベルの高い要望にも対応できるようアドバ
イザーのスキルアップを図ると共に、相談業務等
の周知にも引き続き努めていく。

市民生活部
秋田市民交
流プラザ管
理室

2
ボランティアセン
ター運営事業

秋田市社会福祉協議会への委託事業。ボラン
ティアセンターであらゆる年代の人々による
福祉ボランティアの希望者の登録・紹介・調
整・相談事業を行う。

福祉ボランティア活動に対す
る市民の理解と関心を広め、
活動希望者や団体など幅広い
担い手の増加を図る。

コーディネーターの設置や
各種ボランティア講座の実
施、広報活動等の充実によ
る活動希望者と派遣希望者
のマッチアップの促進を図
る。

登録人数

 ５，８４５
人

５，７７１人 Ｂ

ボランティアコーディネーターが中心となり、福
祉ボランティアの登録・紹介・調整・相談のほ
か、ボランティア養成講座、ボランティア活動の
啓発・広報活動等を行った。
個人の登録人数は増加したが、所属人数の多い団
体の登録が抹消となり、全体の登録人数が減少し
た。今後もボランティア情報誌等の広報活動を通
じ、登録者数増加に向け、市社協に働きかけを行
う。

福祉保健部 福祉総務課

3
介護支援ボラン
ティア制度運営経
費

高齢者が介護施設で行ったボランティア活動
の実績に応じてポイントを付与し、その高齢
者の申し出により、ポイントを換金した交付
金等を交付する。

介護支援ボランティア活動者
の高齢者に対する割合を増加
させる。

登録説明会を定期的に実施
するとともに、広報、新
聞、テレビ、ラジオ等の媒
体を利用して、ボランティ
ア活動登録者の増加を図
る。

介護支援ボランティア登録
者数／高齢者数（要介護状
態にある者を除く。）

０．６％
０．０４６％

(280人
/60,586人)

Ｂ

広報あきたやホームページ、リーフレット、市政
テレビ番組等で事業や講習会について周知した。
また、活動について理解しやすいよう、広報広聴
課に依頼し紹介ビデオを作成し登録講習会に活用
した。

福祉保健部 長寿福祉課

4
傾聴ボランティア
養成事業

中高年者を対象として、「人の気持ちに寄り
添い、その人の話を否定することなく、受け
止めて「聴く」心のケアのボランティア」の
傾聴ボランティア養成研修を開催する。

傾聴ボランティア養成講座受
講者の増加およびボランティ
ア活動者の増加を図る。

市の広報紙等で広く講座の
周知を行う。また、講座受
講後の活動状況等について
紹介するなどし、「傾聴ボ
ランティア」への興味・関
心を持ってもらう。

養成講座受講者数

１５０人 ８３人 Ｂ

７月に前年度養成講座受講者を対象としたスキル
アップ講座を１回実施し、１０、１１月に傾聴初
心者を対象とした養成講座を計２回実施した。講
座では実際にボランティア活動を行う上での疑問
点に答えるなど、今後の活動につながる内容とし
た。

福祉保健部 長寿福祉課

5

放課後子どもプラ
ン推進事業（放課
後子ども教室推進
事業）

地域の様々な資質を有する大人の参画を得
て、児童館等において、放課後の子どもたち
に健全な遊びや体験･交流・学習の場を提供
する。

児童館運営委員会や地域のボ
ランティア組織である児童育
成クラブ等地域の方々の参画
を得て、子どもたちの社会
性、自主性、創造性等豊かな
人間性を育てる。

児童館等の開設に合わせて
童育成クラブの発足を支援
する。また、地域により協
力体制に隔たりがあること
から、児童館運営委員協議
会や児童育成クラブ世話人
協議会と協議しながら地域
の協力体制の再整備を進め
ていく。

児童育成クラブ活動回数

２，６００回 ２，６０９回 Ａ

地域の様々な資質を有する児童育成クラブの参画
を得て、児童館等において、放課後の子どもたち
に健全な遊びや体験･交流・学習の場を提供し
た。その活動回数は２，６０９回となっている。

子ども未来
部

子ども育成
課

6

放課後子どもプラ
ン推進事業（放課
後児童健全育成事
業）

昼間、保護者のいない家庭の児童に生活と遊
びの機会を提供する「放課後児童クラブ」の
運営を、保護者会や社会福祉法人等に委託
し、留守家庭児童等の健全育成活動を行う。

児童の健全育成に対し関心の
ある高齢者を指導員、あるい
は臨時職員などを採用し、ま
た、ボランティアを募ること
により放課後児童クラブの運
営を充実させる。

放課後児童クラブに機会あ
る毎に高齢者の採用、ボラ
ンティアの受け入れについ
て検討してもらう。

放課後児童クラブ数

７クラブ ９クラブ Ａ

児童の健全育成に関心のある高齢者を指導員、指
導員補助者として採用することにより、放課後児
童クラブの健全育成活動、運営の充実をはかっ
た。 子ども未来

部
子ども育成
課

7
ファミリー・サ
ポート・センター
運営事業

ファミリー・サポート・センターは、地域に
おいて子育ての援助を行いたい人(協力会員)
および援助を受けたい人(利用会員)を組織化
し、市民相互の援助活動を行うことにより、
働きながら安心して子育てができるような環
境づくりに資するとともに、地域において子
育て機能の充実を図る。

地域の子育て支援体制の充実
を図る。

会員の募集、登録、講習会
の実施、会報誌の作成等を
実施する

利用会員数、協力会員数

１，９２０人
 ３８８人

２，１２４人
    ４１３人

Ａ

２５年度から事業ＰＲの拡大や利用料助成事業を
実施したことから登録会員数が増加した。

子ども未来
部

子ども未来
センター

基本方針６　高齢者の就業や市民参加の機会を増やします

　　個別施策６－１－１　高齢者のボランティア活動の促進と受け入れ先の整備

　基本施策６－１　ボランティア活動の機会の整備
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
高年齢者就業機会
確保事業費補助金

　 定年退職後の高齢者が自己の
労働能力を活用し、自らの生
きがいの充実を図る。

シルバー人材センターの受
注業務および会員数の拡大
と経営基盤の確立を図る。

会員数

８５０人 ８２４人 Ａ

高年齢者の就業援助を行うシルバー人材センター
に対し、事業運営費の補助を行った。同センター
では、就業開拓推進員による会員増加の広報活動
を実施し、会員数が前年比で３２人増加した。な
お、達成率は96.9％であり、概ね達成したものと
判断する。

商工部 商工労働課

2
担い手育成・確保
事業

１　農業経営の改善に必要な研修会、視察研
　修の開催
２  担い手の掘り起こし活動
３　集落営農の組織化および法人化支援

認定農業者等担い手の育成・
確保

各種研修会の開催、担い手
への情報提供

認定農業者を平成２７年ま
でに５００経営体

４３０ ４０３ Ｂ

更新時期を迎えた認定農業者が、高齢等を理由に
更新をしない農業者が多かったものの、一方で法
人の認定農業者が増加した。 農林部

農業農村振
興課

1
チャレンジオフィ
スあきた入居者等
支援経費

○新規創業者にチャレンジオフィスあきたの
創業支援室を低廉な料金で提供するととも
に、当該施設に配置する専門職員が指導・助
言を行い、入居企業の経営の安定・成長を促
進する。
○市内中小企業からの各種経営相談に専門職
員が対応し、経営改善や新規事業展開を支援
する。

創業者に対し事業に必要な知
識、ノウハウといったソフト
支援サービスを行い、企業の
育成と経営基盤の強化、本市
経済の活性化を図る。

支援対象者の掘り起こしの
ため、各種セミナー等を通
じて、チャレンジオフィス
あきたの機能を外部へ向け
て積極的に情報発信してい
く。

独立企業数

２８ ２５ Ｂ

２５年度は新規入居が２件、独立企業が１社で
あった。起業家向けビジネスセミナーを２回開催
し、起業者の掘り起こしを行ったほか、広報あき
たや市ホームページを活用し、チャレンジオフィ
スあきたのＰＲに努めた。
目標達成には入居者増が課題であることから、今
後も、各種ＰＲ等により入居促進を図るととも
に、入居者への積極的な支援を行い、独立企業数
の増加につなげていく。

商工部 商工労働課

2
６次産業化起業・
事業拡大支援事業

１　六次産業担当官や６次産業化専門員等の
　専任指導員の配置による情報発信、相談体
　制の充実
２　農家レストラン・農家民宿の整備、加工
　施設等整備に対する助成
３　商品開発等に対する助成
４　秋田市６次産業化懇話会の運営

年齢問わず、新たに６次産業
化に取り組む農業者等をハー
ド・ソフト両面から支援し、
農家所得の向上を図る。

６次産業化に取り組む意欲
のある農業者等の発掘、支
援。

取組支援事例数

５件 ７件 Ａ

専任のスタッフによる支援体制が整い、個別の相
談に適宜対応しているほか、各種研修等を通じ
て、６次産業化に興味を持つ人が拡大し、実際に
事業化に取り組む人も増えてきている。

農林部 農林総務課

3 新規就農支援事業

１　フロンティア農業者研修
２　新規就農総合支援事業
３　農業経営テイクオフ支援事業
４　新規就農者への各種支援

担い手を育成・確保する。 各種研修会の開催、担い手
への情報提供を行う。

認定農業者を平成２７年ま
でに５００経営体

４３０件 ４０３件 Ｂ

更新時期を迎えた認定農業者が、高齢等を理由に
更新をしない農業者が多かったものの、一方で法
人の認定農業者が増加した。 農林部

農業農村振
興課

4
都市・農村交流促
進事業

農家民宿等の開業支援や農村資源のＰＲを行
い、都市と農村の交流拡大に向けた取組を行
う。

都市と農村の交流人口の増
加、農村地域の活性化を図
る。

都市と農村との交流活動に
対する支援を行う。

都市・農村交流活動参加者
数 ９００人 ７４３人 Ｂ

受入農家の減少と冬季イベントの開催が困難と
なっている。今後は新規受入農家や法人等を確保
し、イベントの拡大と定着を図る。

農林部
農業農村振
興課

5
農業法人経営支援
事業

農業法人の機械の整備や直売施設等の導入支
援を行う。

認定農業者等担い手を育成・
確保する。

各種研修会の開催、担い手
への情報提供を行う。

認定農業者を平成２７年ま
でに５００経営体 ４３０ ４０３ Ｂ

更新時期を迎えた認定農業者が、高齢等を理由に
更新をしない農業者が多かったものの、一方で法
人の認定農業者が増加した。

農林部
農業農村振
興課

○　

5

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 9

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 0

　　個別施策６－３－２　多様な勤務形態の環境整備

　　個別施策６－３－１　雇用環境の整備

　　個別施策６－２－２　キャリア形成支援

　基本施策６－３　高齢者の雇用環境の整備

　　個別施策６－４－１　高齢者の企業支援

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－

基本方針６の事業評価

　基本施策６－４　高齢者の起業への支援

　　個別施策６－２－１　高齢者の就業支援

　基本施策６－２　高齢者の就業の場の確保

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1 文書管理費

分かりやすい文書を作成するための表記方法
（文字の大きさ、字体、配置等）を定める。

市民向けの文書などの情報発
信を分かりやすく、見やすく
する。

各課が保有する市民向けの
申請書・請求書・届出書の
件数を調査・分析し、その
結果を公表し、１２ポイン
ト以上が望ましい場合は、
指導していく。

文字の大きさが１２ポイン
ト未満の市民向けの申請
書・請求書・届出書件数／
市民向けの申請書・請求
書・届出書件数

調査結果によ
り１２ポイン
ト以上に修正
可能なものに
ついて指導し
ていく。

○ －

前年度に実施した１２ポイント未満の市民向け申
請書・請求書・届出書に関する調査結果を踏ま
え、１２ポイント以上に修正可能なものについて
指導した。平成２５年度にその進捗状況を把握す
るため実施した２回目の調査の結果、前年度の７
２１種類のうち修正等により８７種類が減少した
ものである。

総務部 文書法制課

1 避難標識設置経費

避難標識を指定避難場所に設置するほか、津
波避難標識を津波避難ビル、指定津波避難場
所等へ設置し、地域住民に対し避難場所の啓
発を促す。

未設置場所１０か所に避難場
所標識の設置を行うほか、津
波避難場所標識等の設置をす
る。

地域住民に対し、的確に避
難場所の啓発を促すほか設
置場所を選定する。

平成２５年度までの設置総
数１８２か所

１８２か所 １８２か所 Ａ

平成２４年度までに設置した９２か所に加えて、
避難場所標識８基（１基津波避難場所標識と重
複）、津波避難ビル標識２５施設、津波避難場所
標識４５基（１基避難場所標識と重複）津波避難
標識８基、避難方向(誘導)標識５基を設置した。

総務部
防災安全対
策課

2
災害ハザードマッ
プ作成経費

被害想定区域等や避難場所等を地図上に表し
た災害ハザードマップを作成し対象世帯へ配
布する。

対象世帯へハザードマップを
配布する。

市広報紙「広報あきた」と
同時配布する。

対象世帯配布率

１００％ １００％ Ａ

県の津波浸水想定に基づく津波ハザードマップを
作成し、市内全戸に配布した。 総務部

防災安全対
策課

3
防災ネットあきた
運用経費

災害の種類や規摸に応じた情報を、より迅速
かつ正確に住民や防災関係機関等へ提供す
る。

登録促進のため市民へ広報を
行うと共に、自主防災組織や
市職員の登録促進を図る。

市ホームページ等に掲載し
周知を図る。

防災ネットあきたは、市内
在住の有無を問わず、情報
配信を希望するかたに対し
てのサービス提供になるた
め、目標指数の設定は困難
である。

○ ○ －

登録者のさらなる増加のためにチラシを作成し、
市内の携帯電話会社直営販売店の店頭に配布し
た。

総務部
防災安全対
策課

4 広報活動費

市広報紙「広報あきた」に高齢者向けの情報
を掲載する際、通常の記事より文字を大きく
し見やすさを配慮する。

市広報紙「広報あきた」に掲
載する高齢者向け情報は、文
字の大きさ・色など、見やす
さに配慮する。

高齢者向け情報を一つの
コーナーにするなど、レイ
アウトも含め見やすさに配
慮する。

掲載する情報の有無も含
め、各号毎に編集内容が異
なるため目標指数の設定は
困難である。

○ ○ －

定期的に開催されている高齢者向けの健康教室な
どを一つのコーナーにして掲載した。また、文字
の大きさ・色など、見やすさを第一に考慮したレ
イアウトを作成した。

企画財政部 広報広聴課

5
まちあるき観光推
進事業

まちあるき観光を推進するための事業を実施
する。
○「おもてナビ」によるまちあるきルートを
活用し、まちあるきの推進を図る。

高齢者をはじめ、より多くの
老若男女に楽しんでいただ
き、本市への滞在を促す取組
を達成する。

高齢者等へまちあるきパン
フレットを配布する。

パンフレット作成数

１０，０００
部

１０，０００
部

Ａ

パンフレットの作成・配布はもとより、まちある
き観光コースが、高齢者でも楽しめる短いコース
になっていることから、高齢者にもまちあるき観
光を楽しんでいただけている。

商工部 観光物産課

6 選挙常時啓発経費

市内各地域の市民サービスセンター、公民館
のまつりを利用し、選挙の啓発用品を配布す
る。

選挙の啓発を行い投票率の向
上を図る。

啓発用品の配布等を行う。 投票率

６１％ ５３．８８％ Ｂ

投票率の低下は、全国的な傾向であり、継続して
啓発を行うことが重要と考えている。
選挙がない時期でも政治や選挙について考える
きっかけとなるように、市内各地域の市民サービ
スセンター、公民館でのまつりを利用して啓発用
品を配布するほか、25年度からはＳＮＳを活用し
た啓発を行い、今年度も継続している。
また、選挙時啓発では、選挙公報の文字を大きく
し、政策を伝えやすくする予定である。
さらに、啓発のほかにも、駅や商業施設のように
買い物等のついでに投票が可能な場所への期日前
投票所の設置など、投票しやすい環境の整備を
行っている。

選挙委員会
事務局

7
文化財イラスト
マップ作成事業

市内に点在する文化財と文化施設を紹介する
イラストマップ作成と、それを使用した文化
財散策会を実施する。マップは、市民に地域
の文化財・文化施設を身近に感じられるよう
な工夫をするため、市民とワークショップを
行い、マップ原案を作成する。

高齢者にもわかりやすいマッ
プを作成する。

各種学習講座やボランティ
ア活動等を行っている高齢
者を中心に、本事業への参
加を呼びかける。

ワークショップへの高齢者
参加割合

５０％ ２８％ Ｂ

幅広い年代が参加する事業であるため、高齢者へ
の呼びかけに力を入れても、その他の年代層の参
加も多いのが実情である。

教育委員会 文化振興室

　　個別施策７－１－１　高齢者向け情報の提供

　　個別施策７－２－１　多様な媒体による情報提供

基本方針７　高齢者の情報環境を整備します

　基本施策７－１　高齢者がわかりやすい情報の提供

　基本施策７－２　高齢者が情報を入手しやすい環境づくり
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
地域情報化推進経
費(電子自治体化
の推進）

市ホームページの情報が見やすいように音声
読み出し、文字の拡大、色の変更などを容易
にするソフトウエアを導入する。公共施設案
内・予約システムおよび電子申請システムの
携帯電話・スマートフォン対応を行う。電子
申請システムによる申請・届出手続を拡大す
る。

高齢者および関係者がＩＣＴ
機器の利用により、簡易な手
続を行える情報環境に配慮す
る。

わかりやすく見やすい画面
にするとともに、自宅で手
続できる申請項目を増や
す。

電子申請受付件数
Ｈ２４年度実績２，９７７
件

○
関係課所室と
調整しながら
拡大実施予定

○
25年度電子申
請受付件数

５，０５８件

－

高齢者の間口除雪登録や乳がん検診の申込など、
申請メニューを増やしたことから、利用件数が大
幅に増加した。

企画財政部 情報統計課

2 市民相談事業

市民相談のほか、専門機関の協力を得て各種
専門相談を実施する。また、市民への補償や
賠償に備え、市民総合賠償補償保険に加入す
る。
１　案内データベースによる情報管理の充実
２　専門機関との連携
３　職員の対応能力の向上

市民が抱える様々な悩みや相
談等に応じ、適切な相談機関
や窓口を紹介する。

相談者の相談、苦情、問い
合わせの趣旨を的確に捉
え、適切な対応に努める。

市民から寄せられる相談
は、社会情勢の変化や自然
災害の影響等により内容が
様々なので、件数の増減も
推計し難いことから、目標
指標の設定はなし。

○

市民相談
４，１１５件

専門相談
５４４件

－

市民相談は４，１１５件あり、その内訳は、行政
に関する相談・苦情・要望等が１，０２０件、民
事に関する相談・苦情・要望等が１，２２７件、
行政に関する問い合わせが１，３４１件、民事に
関する問い合わせが５２７件あり、適切な相談機
関や窓口を紹介した。専門相談は５４４件実施し
た。

市民生活部
市民相談セ
ンター

○　

3

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 2

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 5

　　個別施策７－２－２　窓口サービスの向上

　　個別施策７－３－１　情報機器の利用支援

　　個別施策７－３－２　使いやすい情報機器の普及

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－

基本方針７の事業評価

　基本施策７－３　高齢者の情報発信を支援

19



No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
コミュニケーショ
ン支援事業

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障
がいのため、意思疎通を図ることに支障があ
る高齢の障がい者に、手話通訳等の方法によ
り、高齢の障がい者とその他の者の意思疎通
を仲介する手話通訳者等の派遣を行い、意思
疎通の円滑化を図る。

視覚や聴覚などに障がいのあ
る高齢者が安心して生活でき
るよう、情報保障に努める。

手話通訳者の増員や要約筆
記者の設置を図りながら、
手話通訳者等派遣事業（平
成２５年度からは意思疎通
支援者派遣事業）を継続し
て行う。

派遣要請に対応できた率
(市が必要と認めるもの）

１００％ １００％ Ａ

設置手話通訳者３人　対応実績１，９５２人

派遣手話通訳者１２人　対応実績２６３人

派遣要約筆記奉仕員２２人　対応実績９５人
福祉保健部

障がい福祉
課

2
地域包括支援セン
ター運営事業

地域包括ケアを推進する地域の拠点である地
域包括支援センターを、平成２５年度に中央
圏域に２か所、北圏域に３か所の計５か所、
平成２６年度に、東、西、南圏域にそれぞれ
１か所の計３か所増設し、合計１８か所にす
る。

地域包括ケアを推進する基盤
づくりのため、地域包括ケア
会議の充実を図る。

基幹型地域包括支援セン
ターと市が協働し、地域包
括ケア会議の開催支援を行
う。

地域包括ケア会議開催回数

３４回 ４６回 Ａ

地域包括支援センターを５か所増設し、１５か所
のセンターで高齢者の総合的な支援を行った。ま
た、２６年度に増設する３か所について事業者の
公募・選定を行った。基幹型地域包括支援セン
ターと連携し、各地域包括支援センターで地域ケ
ア会議を実施するよう支援した。

福祉保健部 長寿福祉課

1 相談支援等事業

障がいのある高齢者の相談に応じ、必要な情
報提供、助言およびその他の障がい福祉サー
ビスの利用支援等の必要な支援を行う。

１　相談支援等事業や成年
  後見制度利用支援事業、
  障がい者虐待防止に関す
  る業務等を包括的に行う
  ことのできる基幹相談支
  援センターを平成２９年
  度までに設置する。
２　計画期間内にすべての
　サービス利用者のサービ
  ス等利用計画が作成され、
  適正に運用していけるよ
  うな指定特定相談支援事
  業者の体制を整備する。

地域自立支援協議会や同相
談支援部会で協議等を実施
する。

すべてのサービス利用者の
サービス等利用計画が作成
され、適正に運用される割
合

６７％ ５０％ Ｂ

・対象となるサービス等利用計画が2,000件と膨
大であり、またサービス未利用者も含まれている
ため、作業に予想外の時間がかかっている。
・各自業者間での作成件数の平準化や、セルフプ
ランを活用して、計画達成に取り組んでいく。

福祉保健部
障がい福祉
課

2
【再掲】地域包括
支援センター運営
事業

３４回 ４６回 Ａ

地域包括支援センターを５か所増設し、１５か所
のセンターで高齢者の総合的な支援を行った。ま
た、２６年度に増設する３か所について事業者の
公募・選定を行った。基幹型地域包括支援セン
ターと連携し、各地域包括支援センターで地域ケ
ア会議を実施するよう支援した。

福祉保健部 長寿福祉課

3
介護家族健康教育
事業

介護家族が主催するつどいへの支援、通信誌
「どすこい通信」の発行を行う。

介護者の健康の保持・増進を
図る。

どすこい通信の内容を充実
させるように心がけ、広く
介護者に配布できるよう関
係機関への周知に努める。

どすこい通信配布数

７３３ ９５１ Ａ

介護者の健康の保持･増進のために健康情報の提
供として通信を発行した。また、広く介護者に配
付できるよう民生委員に周知し協力を得た。 保健所 保健予防課

4 精神保健対策事業

精神障がい者の社会復帰と社会参加を図るよ
う訪問支援、相談活動を行う。また精神障が
い者への理解を深めるとともに、市民の心の
健康保持・増進のため各種事業を行う。

高齢者の心の健康について、
市民の理解の増進を図る。

市民の心の保持・増進のた
めの相談対応等各種事業に
おいて、高齢期の心の健康
や病気に関する事にも対応
する。

高齢者の心の健康について
の相談等への対応のため、
目標指数の設定は困難であ
る。

○ ○ －

高齢期の心の健康や精神疾患等のさまざまな悩み
を抱える市民に対し、精神科医や保健師が電話や
面接による相談を行った。 保健所 健康管理課

1
障がい者プラン推
進経費

障がい者に関する各種サービス等を記載した
冊子「障がい者のためのくらしのしおり」の
掲載内容について、障がいのある高齢者にも
見やすく利用しやすい内容とし、該当者に漏
れなく広く配布するとともに掲載内容につい
て説明する。

障がいのある高齢者に対する
障がい福祉サービスの周知を
図る。

「障がい者のためのくらし
のしおり」を障がい者手帳
等の交付時に配布し、主要
部分についての説明を今後
も継続していく。

ホームページ「障がい者の
ためのくらしのしおり」へ
のアクセス件数

４，７００件 ２，８３３件 Ｂ

市民の方がアクセスしやすく、必要な情報を見つ
けやすいホームページ作成を心掛けた。今後も引
続き、掲載内容を工夫するなどしたホームページ
を作成していく。 福祉保健部

障がい福祉
課

2
【再掲】高齢者軽
度生活援助事業

７，９３７人 ７，９３６人 Ａ
雪寄せ作業の利用回数を、従来の週１回から週２
回に増やした。 福祉保健部 長寿福祉課

3 老人保護措置費

環境上の理由および経済的理由により居宅に
おいて養護を受けることが困難な高齢者等を
養護老人ホームに入所委託する。

高齢者等ができるだけ働きや
すい条件の整備等を図り、ま
た高齢者等によるきめ細やか
な入所者サービスの向上を図
るため、養護老人ホーム３施
設で雇用を生み出す。

養護老人ホームに高齢者等
を非常勤職員として雇用し
た場合の措置費加算制度に
ついて周知を図る。

年間総雇用時間数１，２０
０時間以上 ３施設４００

時間以上の雇
用

０ Ｂ

養護老人ホームに高齢者等を非常勤職員として雇
用した場合の措置費加算制度について周知した。

福祉保健部 長寿福祉課

　　個別施策８－２－１　相談体制の整備

基本方針８　保健、福祉、医療サービスを充実させ、地域社会の支援体制を整えます

　　個別施策８－１－１　わかりやすい情報の提供

　基本施策８－３　保健、福祉、医療サービスの充実

　基本施策８－１　保健、福祉、医療情報の提供

　基本施策８－２　相談窓口の整備

　　個別施策８－３－１　地域における包括的なケアの充実
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

4
介護保険事業計画
策定経費

介護保険事業計画（高齢者プラン）の策定に
関する経費

アンケートを実施し地域にお
ける高齢者の実態把握と基礎
データ収集を行い、第６期介
護保険事業計画を含めた第８
次高齢者プラン策定に活用す
る。

アンケートの内容につい
て、次期高齢者プランの基
本構想に合わせて検討を進
める。

計画策定自体が目標であ
り、目標指数化にはそぐわ
ないため設定しない。

○ － －

市内を、中央・東･西･南・北の５つに分けた「日
常生活圏域」ごとに６５歳以上高齢者を８００名
抽出し、計４，０００名を対象とし、高齢者の
ニーズや地域の課題を把握するためのアンケート
調査を実施した。調査結果は、平成２６年度に策
定する第６期介護保険事業計画を含めた第８次高
齢者プラン策定に活用することとしている。

福祉保健部 長寿福祉課

5
【再掲】地域包括
支援センター運営
事業

３４回 ４６回 Ａ

地域包括支援センターを５か所増設し、１５か所
のセンターで高齢者の総合的な支援を行った。ま
た、２６年度に増設する３か所について事業者の
公募・選定を行った。基幹型地域包括支援セン
ターと連携し、各地域包括支援センターで地域ケ
ア会議を実施するよう支援した。

福祉保健部 長寿福祉課

1
食育のあり方の検
討

食育に関連する市の実施事業を把握する。 本市としての食育の方向性を
定め、食育推進計画のもと、
庁内連携して取り組むことに
より、市民の｢食｣に関する意
識や理解を深め、健康で豊か
な人間性を育む。

スケジュールに従って平成
２７年度に次期計画を策定
する。

計画策定であるため目標設
定は困難である

○ ○ －

２４年度の食育に関連する市の実施事業の成果・
課題等を把握するとともに、２５年度の実施事業
をとりまとめ、市のＨＰに公表した。

企画財政部 企画調整課

2
後期高齢者健康診
査事業

後期高齢者医療制度の被保険者を対象に健康
診査を実施し、糖尿病等の生活習慣病を早期
発見する。

高齢者のＱＯＬ（生活の質）
を確保するとともに糖尿病等
の生活習慣病を早期発見す
る。

受診券の一斉発送、結果発
送、各種ＰＲ活動の実施を
行う。

受診率

２０％ １７．２％ Ｂ

７５歳以上の方の健康診査については、普段から
通院している方が多いことなどから強力な受診勧
奨は行っていないが、無料で受診できる機会を有
効に活用していただき、ＱＯＬ（生活の質、生活
しやすい状態）を低下させないことを主眼に置い
て、引き続き周知を図る。

市民生活部 特定健診課

3
人間ドック保健事
業

３５歳以上の国保加入者に対し、日帰り人間
ドックの受診料を一部助成する。

受診待機者の解消を図る。 受診待機者の解消を図る。 助成対象者数

１，２５０人 １，２２４人 Ｂ

受診待機者の解消を図るため、定員を２４年度の
１，２０６人から１，２５０人に増やしたが、
１，３５０人の申込があったため待機者が生じ
た。また、受診決定後にキャンセルがあった場合
は積極的に調整を行ったが、連絡なしのキャンセ
ルや希望する医療機関の折り合いがつかないケー
スがあり、実績は定員を下回った。
２６年度はさらに定員を増やして１，３００人と
したが１，４８３人から申請があり、今後の定員
の設定については医療機関の受け入れ可能人数な
どを勘案しつつ検討する必要がある。

市民生活部 特定健診課

4
特定健康診査・特
定保健指導事業

特定健康診査を実施し、内臓脂肪型肥満に加
えて、高血糖・高血圧・脂質異常のリスクが
ある者をメタボリックシンドロームと判定
し、生活習慣病のリスクの程度に応じた特定
保健指導を実施する。

受診率の向上と医療費の削減
を図る。

受診券の一斉発送、結果に
応じた情報提供や、保健指
導、未受診者への個別勧奨
や各種ＰＲ活動を実施す
る。

健診受診率、
指導実施率

４０％
４５％

３３．１％
４３．９％

Ｂ

未受診者への個別勧奨や各種ＰＲ活動を実施し、
受診者数は２４年度から１．１ポイント増加した
が、目標値には届かなかった。今後は、受診率が
低い４０代、５０代の対象者への働きかけを強
め、受診率の向上に勤める。
保健指導は、目標値には届かなかったものの、中
核市では高い実施率となっている。利用者のライ
フスタイルや都合に合わせた柔軟な対応が効果を
上げており、引き続き実施率の向上に努める。

市民生活部 特定健診課

5
健康あきた市２１
計画推進事業

市民が主体的に健康づくりに取り組めるよ
う、健康づくりに関する情報提供や健康
フォーラムの開催により、健康づくりに対す
る意識の醸成を図る。

市民の主体的な健康づくりを
推進する。

○庁内の各部局と連携した
健康づくりの推進
○健康づくりに関係する団
体や機関と連携した取組の
推進
○健康あきた市２１の周知

市民健康フォーラム参加者
数

２００人 ２３８人 Ａ

「広報あきた」やホームページ等に「第２次健康
あきた市２１」に掲げた健康づくりの取組例など
を掲載した他、１０月に「市民健康フォーラム」
（参加者２３８名）を開催し市民の健康意識の向
上を図った。

保健所 保健総務課

6
健康増進事業（検
診事業）

胃がん検診、胸部（肺がん・結核）検診、大
腸がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診、
前立腺がん検診、骨粗鬆症検診、歯周疾患検
診を実施する。

検診受診者数を増加させる。 市内全世帯へ配布している
「秋田市の健診ガイド」
等、検診に関する印刷物に
ついて、読みやすいよう文
字を大きくするなど、高齢
者へ配慮し検診を周知して
いく。

検診受診者数
平成２３年度総受診者数
５１，５１７人

増加
５１，７４７

人
Ａ

日曜健診の実施方法が変わったため、全戸配布し
た「秋田市の健診ガイド」では、高齢者にもわか
りやすいような説明内容に努めた。

保健所 保健予防課

7
健康増進事業（一
般健康相談教育事
業）

若い年代から健康づくりに取り組むことがで
きるよう、４０歳から６４歳までを対象とし
た生活習慣病予防教室、栄養改善学級および
地域での健康教育・健康相談の実施のほか、
４０歳以上の希望者に健康手帳の交付を行
う。

健康的な生活習慣についての
知識の普及および生活習慣の
効果的な改善方法を習得でき
るようにすることにより、健
康的な生活の維持と、がんお
よび生活習慣病の発症を予防
する。

健診結果、健康状態、医療
や介護の記録を記入するこ
とができる健康手帳の交付
を希望者に行う。

健康手帳は希望者への交付
となるため、目標指数設定
は困難である。

○ １,６４４冊 －

がん予防や生活習慣病予防の知識普及のため、各
種健康教室の開催や、地区等からの要望に対応
し、健康教育、健康相談を実施したほか、健康手
帳を希望者へ交付した。 保健所 保健予防課

　　個別施策８－３－２　生涯にわたる健康づくりの推進
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
通所型介護予防事
業

二次予防事業対象者に対し、通所による運動
機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上の各
プログラムを提供し、要介護状態等になるこ
とを予防するとともに自立した生活の確立を
目指す。

通所型介護予防事業利用者の
増加を図る。

市の広報紙やホームペー
ジ、パンフレットの配布な
どで事業の周知・啓発に努
める。より効果的に事業を
実施できる事業所の参入に
ついても検討する。

利用者数

６９２人 ４００人 Ｂ

各地域包括支援センターでの参加勧奨を強化する
など、参加者の増加を図った。利用者数は増加傾
向にあるものの、目標には届かなかったため、今
後は公募により増加した新規事業所のPRを強化す
るなど、利用者の拡大を図る。

福祉保健部 長寿福祉課

2
訪問型介護予防事
業

二次予防事業対象者であって、閉じこもり、
うつ等の心身の状況により通所形態による事
業の参加が困難な者を対象に、保健師等が訪
問して、生活機能に関する課題を総合的に把
握・評価し、必要な相談・指導を実施する。

訪問型介護予防事業利用者の
増加を図る。

対象者を十分に把握するた
め、地域包括支援センター
とさらなる連携を図る。ま
た、市の広報紙やホーム
ページ、パンフレットの配
布などで事業の周知・啓発
に努める。

利用者数

８１人 ２人 Ｂ

各地域包括支援センターでの参加勧奨が強化され
るよう、事業担当者との情報交換等を実施した。
しかし利用者の増加にはつながらなかったため、
今後は二次予防事業対象者のうち、閉じこもり、
うつ、認知機能低下の該当者に対し訪問による事
業PRを行うなど利用者の拡大を図る。

福祉保健部 長寿福祉課

3
はつらつくらぶ事
業

一般高齢者に対し水中運動を中心とした介護
予防教室と、地域の身近な施設を拠点とした
介護予防教室を開催し、介護予防に対する取
組を促すことで要介護状態となることを予防
する

参加者の増加を図る。 参加者を増やすために、市
民へ広く事業の周知を行
う。また、地域包括支援セ
ンターの増設と併せてはつ
らつくらぶ開催場所を増や
し、高齢者が利用しやすい
身近な地域の施設で実施し
ていく。

はつらつくらぶ参加者数

水中
  　２，４８
４人
 地域型
  　３，５３
８人

水中
　　２，３０
４人
地域型
　　２，２５
７人

Ｂ

地域型はつらつくらぶ事業については、新規の包
括での開催を促し、教室拡大に努め、新たに３ヶ
所の包括で実施した。しかし、利用者数は目標に
届かず、今後もPRの強化が必要である。

福祉保健部 長寿福祉課

4
高齢者生活管理指
導員派遣事業

要支援・要介護状態に該当しない６５歳以上
のひとり暮らし高齢者等に対し、生活管理指
導員（ホームヘルパー）を派遣し、家事援助
（調理、洗濯、掃除、買い物等）などの日常
生活に対する指導、支援を行い、要介護状態
等への進行を予防する。

高齢者生活管理指導員派遣事
業の利用者数および利用回数
の増加を図る。

高齢化に伴いひとり暮らし
高齢者がますます増加する
ことが見込まれるため、委
託先の確保や内容の見直し
を検討する。

利用者数、利用回数

３，３１５人
１２，２４９

回

１，２８３人
６，４３０回

Ｂ

事業ＰＲに努めたが、利用者数および利用回数の
増加という目標は達成できなかった。

福祉保健部 長寿福祉課

5
高齢者生活管理指
導短期宿泊事業

要支援・要介護状態に該当しない６５歳以上
のひとり暮らし高齢者等で、一時的に養護す
る必要がある場合、養護老人ホームなどへの
短期間の宿泊により、日常生活に対する指
導、支援を行い、基本的生活習慣の確立が図
られるよう援助し、要介護状態等への進行を
予防する。

利用希望者全員が確実に利用
できる。

一時的に養護を必要とする
ひとり暮らし高齢者などの
自立した生活の継続を支援
するために、市の広報紙や
ホームページなどで事業内
容の周知・啓発に努める。

利用希望者全員が確実に利
用できたか

実績ベース
７人

７４回
－

利用希望者が確実に利用できるよう、制度の周知
に努めた。

福祉保健部 長寿福祉課

6
二次予防事業対象
者把握事業

要支援・要介護認定者を除く介護保険第１号
被保険者へ基本チェックリストを送付し回収
した上で、二次予防事業の対象者（要介護状
態等となるおそれの高い状態にあると認めら
れる高齢者）を把握し、個別のアドバイス票
を送付する。

二次予防事業対象者数の増加
を図る。

基本チェックリスト回収率
向上のため、未回収者に対
して保健師等が訪問して実
態把握に努めるほか、地域
包括支援センター等と連携
しながら、普及啓発を図
る。

二次予防事業対象者数

９，１０２人 ５，９６３人 Ｂ

回収率が７９．０％と前年度（８９．４％）より
下がったことにより、二次予防事業対象者数が見
込みより減った。今後、広報等による周知を強化
していく。 福祉保健部 長寿福祉課

7 認知症予防事業

要介護認定者を除く高齢者を対象に、認知症
予防に有効とされる読み書き・計算等の学習
と参加者同士の交流、自宅学習を地域住民に
よるボランティアの参画を得ながら実施す
る。

脳の健康教室参加者数の増加
を図る。

市の広報紙やちらしの配布
等により広く周知を行う。
また、高齢者が参加しやす
いよう、身近な地域の施設
での開催を検討する。

参加者数

９０人
９３人

延１，９４１
人

Ａ

広報等で周知を行うとともに、会場を西部市民
サービスセンターに変更し、利用者の増加に努め
た。 福祉保健部 長寿福祉課

8
介護予防健康相談
教育事業

介護予防に関する正しい知識の普及のため
に、健康教育や健康相談、栄養改善学級、歯
科健康講話会などを実施する。筋力やバラン
ス機能等の向上を図るために、体力づくり教
室を地区組織の協力を得ながら実施する。

参加者数の増加を図る。 広報やホームページでのＰ
Ｒ、地域保健推進員への支
援を行う。

参加者数(平成２３年度総
参加者数 ９，２０１人)

 増加

参加者数(平
成２５年度総

参加者数
14,888人)

Ａ

体力づくり教室や地域での健康教室等の内容が充
実するよう地域保健推進員と連携しながら実施し
た。また、広報あきた等による事業の周知を図っ
た。

保健所 保健予防課

1

地域福祉計画推進
経費
【Ｈ２５年度で終
了】

第２次秋田市地域福祉計画の各施策を推進す
るとともに、公共私の連携に基づく、重点事
業「孤立死を出さない地域づくり」「災害時
の要援護者の避難支援」を推進し、誰もが住
み慣れた地域で生きがいを持って健康に暮ら
し、安心して自立した生活を送ることができ
る地域社会の実現を目指す。

各地区内の団体が連携した、
ひとり暮らし高齢者等の見守
り活動の推進など、高齢者の
孤立化防止を図る。また、
「秋田市災害時要援護者の避
難支援プラン」に基づき、各
地区への情報提供を行うとと
もに、各地区で説明会を開催
し、個別避難支援プランの作
成など地区毎の避難支援体制
づくりを推進し、災害時要援
護者が無事に避難できるよう
にする。

第２次秋田市地域福祉計画
の重点事業「孤立死を出さ
ない地域づくり」「災害時
の要援護者の避難支援」推
進のための具体的な取組と
して、地域福祉推進関係者
連絡会や地域福祉活動の担
い手育成の研修会を開催す
る。また、避難支援対象者
名簿、要援護者把握用リス
トの更新と各地区の個別計
画作成支援を行う。

平成２５年度に新たな計画
を策定するため目標指数の
設定はしない。

○ － －

重点事業の推進に向け、地域福祉推進関係者連絡
会や地域福祉活動の担い手育成の研修会を開催し
た。また、避難支援対象者名簿、要援護者把握用
リストの配布を順次行うとともに、各地区ごとに
説明会を開催し、避難支援体制づくりの推進に努
めた。

福祉保健部 福祉総務課

　　個別施策８－３－３　介護予防の推進

　　個別施策８－４－１　支え合いの地域づくり

　基本施策８－４　地域福祉活動の充実
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

地域福祉計画推進
経費
【新規】

第３次秋田市地域福祉計画の各施策を推進す
るとともに、公共私の連携に基づく、重点事
業「孤立化を防ぐ地域づくり」「災害に備え
た支え合いの地域づくり」「担い手の連携に
よる地域コミュニティ活動の活性化」を推進
し、誰もが住み慣れた地域で自分の能力を発
揮しながら生きがいを持って健康に暮らし、
安心して自立した生活を送ることができる地
域社会の実現を目指す。

計画期間である、平成２６～
３０年度に、地域福祉活動の
担い手育成や、団体間の連携
などを進めながら、３つの重
点事業の推進により、支え合
いの地域づくりを実現を計
る。

「孤立化を防ぐ地域づく
り」「災害に備えた支え合
いの地域づくり」「担い手
の連携による地域コミュニ
ティ活動の活性化」推進の
ための具体的な取組とし
て、地域福祉推進関係者連
絡会や地域福祉活動の担い
手育成の研修会を開催す
る。また、各種対の連携に
よる孤立化予防ネットワー
ク、地域ごとの災害時要援
護者避難支援体制の確立を
目指すと共に、町内会など
の地域コミュニティ活動の
活性化方策を検討する。

計画期間満了後の平成３０
年度に向け、目標指標を設
定しており、年度ごとの評
価は難しい

○ － － － 福祉保健部 福祉総務課

2
地域保健・福祉活
動推進事業

保健・福祉・医療活動を行う民間団体に対し
て補助金を交付する。
１　補助金の交付により、保健・福祉・医療
　活動を行う民間団体や新規事業の立ち上げ
　を促進する。
２　補助金に制限(交付期間３年以内、交付
　年数により上限あり)を設けることや、必
　要に応じて指導助言を行うことにより、団
　体や事業の継続的な発展を促す。

保健・福祉・医療活動を行う
民間団体の育成活動を促進
し、本市の地域福祉の一層の
進展を図る。

事業周知による新規団体の
育成や交付団体への指導助
言による事業、団体運営の
継続を支援する。

補助団体数

 ８団体 ７団体 Ｂ

年間の補助枠に上限(1,800千円)を設けており、
申請10団体に対し審査を行い、補助対象は７団体
であった。
今後も、制度の周知や補助団体への指導助言によ
る事業定着・自立を促し、より多くの事業・団体
を支援していく。

福祉保健部 福祉総務課

3
秋田市社会福祉協
議会福祉活動費補
助金等

地域福祉を推進するため、秋田市社会福祉協
議会が行う各種社会福祉活動を支援する。

地域福祉を担う中心的な団体
である、秋田市社会福祉協議
会を支援することで、地区社
会福祉協議会などが行う地域
福祉活動を推進する。

秋田市社会福祉協議会が行
う各種社会福祉活動のう
ち、対象となる事業に要す
る経費に対して補助金を交
付する。また、秋田市社会
福祉協議会が窓口となり、
ボランティア活動保険の保
険料の一部または全部を負
担する。

地域の実情に合わせて、地
域の団体が各種社会福祉活
動を実施していることから
数値化は困難である。

○ ○ －

秋田市社会福祉協議会が行う各種社会福祉活動の
うち、対象となる事業に要する経費に対して補助
金を交付した。また、ボランティア活動保険の保
険料の一部または全部を負担した。以上の取組に
より、秋田市社会福祉協議会が行う社会福祉活動
を支援した。

福祉保健部 福祉総務課

4

地域福祉計画策定
経費
【Ｈ２５年度で事
業終了】

秋田市社会福祉審議会地域福祉専門分科会を
策定機関として、第３次地域福祉計画を策定
する（計画期間：平成２６年度から平成３０
年度まで）。

エイジフレンドリーシティの
考え方を計画に反映させなが
ら、一層の自助・共助・公助
による支え合いの地域づくり
を進めていく。

ワークショップやヒアリン
グ等を行うことで、計画策
定に市民の意見を反映させ
るとともに、策定作業に参
加することで、地域福祉の
理念の普及や地域福祉活動
のきっかけづくりにつなげ
る。

計画策定自体が目標であ
り、目標指数化にはそぐわ
ないため設定しない。

○ ○ －

ワークショップやヒアリング等を行うことで、計
画策定に市民の意見を反映させるとともに、策定
作業への参加を通して、地域福祉の理念の普及や
地域福祉活動のきっかけづくりにつなげた。

福祉保健部 福祉総務課

5
地域保健推進員活
動支援事業

地域の自主的な健康づくり活動を推進するた
め、研修会等の開催および地域保健推進員活
動事業補助金を交付する。また、地域保健推
進員が実施する高齢者の健康づくり活動への
支援を行う。

地域保健推進員が地域の健康
づくりの担い手として、高齢
者にも配慮した事業の計画や
参加促進を行うことができる
よう支援する。

高齢者の健康づくりのため
の事業や企画が、地域にお
いて促進されるよう、地域
保健推進員への情報提供や
事業協力を行う。

地域保健推進員活動回数

１，３３０回 １，５３４回 Ａ

地域の実状に合わせ、各地区において、健康教
育・健康相談等の自主的な健康づくり活動が行わ
れた。これらの活動は、地域の交流や絆づくり、
高齢者の閉じこもり予防につながっている。

保健所 保健予防課

1
災害対策緊急救援
物資備蓄事業

災害時に備え、県と市町村による共同備蓄品
目を備蓄する。数量は想定避難者数のうち、
半数は県が備蓄し、残り半分は各市町村が人
口に応じて負担する。秋田市負担分は４，１
３０人分。このうち高齢者の避難所生活に備
え、粥の缶詰や大人用紙おむつを備蓄する。

７０歳以上の高齢者用の食料
として、粥の缶詰を備蓄す
る。
紙おむつ使用者用として、大
人用紙おむつを備蓄する。

必要数量を購入し、備蓄す
る。

粥缶詰備蓄数、大人用紙お
むつ備蓄数

１３，４９２
食

１，７４３枚

１３，５１２
食

２，０５２枚
Ａ

粥缶詰４，６０８食を購入し、備蓄した。
大人用紙おむつ３０６枚を購入し、備蓄した。

総務部
防災安全対
策課

2
自主防災組織育成
事業

自主防災組織の未組織町内会に結成を促し、
新たに結成した組織に対し防災資機材を助成
する。

市民の防災意識が向上し、自
主防災組織の結成促進および
育成強化が図られる。

小学校区単位等で連合組織
をつくり対応する。

市内町内会数に対する結成
町内会数の割合 ７０％ ７０．５％ Ａ

未組織町内会に結成を働きかけ、新たに２４の町
内会が自主防災組織を結成した。
１５組織に防災資機材を助成した。

総務部
防災安全対
策課

3
【再掲】避難標識
設置経費

１８２か所 １８２か所 Ａ

平成２４年度までに設置した９２か所に加えて、
避難場所標識８基（１基津波避難場所標識と重
複）、津波避難ビル標識２５施設、津波避難場所
標識４５基（１基避難場所標識と重複）津波避難
標識８基、避難方向(誘導)標識５基を設置した。

総務部
防災安全対
策課

4
【再掲】災害ハ
ザードマップ作成
経費

１００％ １００％ Ａ

県の津波浸水想定に基づく津波ハザードマップを
作成し、市内全戸に配布した。

総務部
防災安全対
策課

　個別施策８－４－２　災害時の支援体制の確保
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
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Ｈ２５年度末
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室

5 予防業務推進事業

春・秋の火災予防運動や消防と子どもの集い
など、各種イベントによる火災予防啓発事
業、住宅用火災警報器や住宅用消火器などの
住宅用防災機器や防炎製品の使用促進など住
宅防火対策の推進や、地域住民と一体となっ
た放火防止対策により放火されない環境づく
りの推進、また火災調査員の養成や調査資機
材の整備充実による火災調査体制の強化促
進、さらには高度な知識を有する予防要員を
養成することでの違反処理能力の向上を図
る。

住宅火災による高齢者の犠牲
の低減を図る。

高齢者宅訪問による防火指
導および住宅用火災警報器
の設置を促進する。

住宅火災による高齢者の死
者発生率

０％ ０％ Ａ

平成２５年度は住宅火災による死者数３名の内、
高齢者（６５歳以上）は０名であった。
消防職団員の継続した防火指導および住宅用火災
警報器の設置促進により、一定の効果があったも
のと推察される。

消防本部 予防課

1
民生委員活動推進
事業

民生委員・児童委員が、常に住民の立場に
立った支援を地域の実態に即して行うことが
できるように、民生委員・児童委員の指揮監
督、委解嘱、指導訓練等を実施し、その費用
を負担する。

民生委員活動の支援や指揮監
督等を実施することで、高齢
者等の見守り活動の充実など
地域福祉の水準の維持・向上
が図られる。

民生委員が、民生委員法に
よる社会奉仕の理念に基づ
き、常に住民の立場に立っ
た活動を実施するための支
援として各種研修や市民向
けの広報活動などを実施す
る。

高齢者に関することの相談
支援件数

１６，６８２
件

１５，３５２
件

Ｂ

３年に一度の民生委員一斉改選が行われ、多数の
新任委員が委嘱されたこと等のため、相談件数が
減少。民生委員への各種研修などを通して、より
活発な委員活動の推進を支援していく。 福祉保健部 福祉総務課

2
ふれあいのまちづ
くり事業

秋田市社会福祉協議会への委託事業。福祉に
関する無料相談窓口の設置や、福祉協力員等
がひとり暮らし高齢者世帯等を月１回程度、
友愛訪問・声かけ運動を行う見守りネット
ワーク事業を推進する。

地域の実情に即した各種福祉
サービスを持続的かつ自主的
に提供できる仕組みづくりを
推進し、地域福祉の水準の維
持・向上を図る。

未設置地区への福祉協力員
設置の働きかけによる増員
や、「安心キット事業」な
ど秋田市社会福祉協議会と
連動した見守り訪問活動の
さらなる充実を目指す。

福祉協力員設置地区数

３７地区 ３５地区 Ｂ

ふれあい福祉相談センターを開設し、市民の各種
相談に応じた。毎月の第３月曜日には無料弁護士
相談を開催し、法的な相談にも応じた。また、福
祉協力員の設置および研修会を開催し、ひとり暮
らし高齢者世帯等を月１回程度、友愛訪問・声か
けを行う見守りネットワーク事業を推進した。
少人数地区の福祉協力員が死去したことから０人
となり、設置地区数が減少。他の未設置地区とと
もに、今後も市社協に全３８地区の設定を働きか
けを行う。

福祉保健部 福祉総務課

3
「食」の自立支援
事業

食事の調理が困難なおおむね６５歳以上のひ
とり暮らし高齢者等の居宅を訪問して栄養バ
ランスのとれた食事を提供し、安否の確認を
行うとともに、健康維持・増進という観点か
らアセスメントを行い、高齢者の健康で自立
した生活を確保する。

利用者の増加を図る。 食の安全性についての情報
を委託業者から利用者へ提
供させるとともに、利用者
の安全に対する意識啓発に
努める。配達困難な地域に
ついて、委託事業者と連携
し配達圏域の拡充を図る。

利用者数

７，５９４人 ５，８３５人 Ｂ

利用者数の増加という目標は達成できなかった
が、今後も事業のPRに努める。

福祉保健部 長寿福祉課

4
認知症サポーター
養成事業

地域や職域において、認知症を理解し、認知
症の人や家族を見守り・支援する認知症サ
ポーターを養成する。

認知症サポーター数の増加を
図る。

キャラバン・メイト（認知
症サポーター養成講座の講
師）の養成を進めるととも
に、認知症サポーター養成
講座を実施しやすいよう
に、一般市民をはじめ、職
域や学校への周知や講座開
催に伴う各種事務の取りま
とめを行う。本市職員を対
象に講座を開催する。

サポーター数

４，５００人 １，０４７人 Ｂ

ホームページや広報あきた等に事業内容を掲載し
事業の周知を行ったが、サポーター数の目標には
届かなかった。今後は広報等でのPRのほか、学校
や市役所各部局へも働きかけさらなる周知を図
る。

福祉保健部 長寿福祉課

5 自殺対策事業

関係機関と連携し、地域における支援体制の
推進を図るとともに、自殺対策基本法に基づ
く各種事業を実施する。

秋田市自殺総合対策に基づ
き、関係機関が連携しながら
自殺対策を推進し、自殺者の
減少と命を支える真心あふれ
る社会をつくる。

推進体制の充実、市民への
情報提供、相談体制の充
実、心の健康づくり・早期
対応の人材育成を行う。

自殺者数の減少

減少
H25年自殺者

数
　59人

Ａ

全庁横断的な取り組みを進めるとともに、秋田市
自殺対策ネットワーク会議等を通し、医療機関や
NPO法人等の民間団体等と連携しながら自殺対策
の意識啓発や人材育成のための研修会を開催する
など、各種事業を実施した。

保健所 健康管理課

6
地域自殺対策緊急
強化事業

秋田市を拠点に活動している民間団体等の連
携を図り、自殺対策に資する事業の強化を図
る。

市民一人ひとりの気づきと見
守りを促す。

○自殺対策に取り組む民間
団体等への事業支援（補助
金の交付など）。
○市内を走る路線バス２台
にメッセージの掲載など普
及啓発を行う。
○高齢者支援を行う福祉関
係者に、人材育成等の研修
会を開催する。

自殺者数の減少

 減少
H25年自殺者

数
　59人

Ａ

秋田県地域自殺対策緊急強化臨時対策基金を活用
し、高齢者や自殺未遂者の自殺対策事業の充実・
強化と民間団体等の活動支援等を行った。

保健所 健康管理課

　　個別施策８－５－１　地域と行政の連携による見守り

　基本施策８－５　地域の見守り活動支援
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No 取組内容・事業名 取組内容・事業の概要 取組内容・事業の目標 目標達成のための実施内容 目標指数
Ｈ２５年度
目標指数

Ｈ２５年度末
実績値

評価 ２５年度進捗状況の説明 担当部局
担当課所
室

1
要援護者支援体制
整備事業

日常的な地域の見守り活動等の対象となる要
援護者（高齢者、障がい者、難病患者等）の
実態を把握するため、対象者の基本情報、避
難支援情報、高齢者福祉サービス等を一元化
し、地図情報も含んだ「要援護者台帳」を
「秋田市要援護者支援システム」として整備
している。この「秋田市要援護者支援システ
ム」で要援護者の様々な情報を統合すること
で、個別相談、日常の生活支援、災害時の安
否確認等への対応が可能となるほか、ニーズ
を基に、行政、ボランティア・ＮＰＯ等によ
るニーズに合わせたきめ細かな生活支援サー
ビスの提供を目指していく。また、災害等に
備えて日頃から地域で支え合える体制を整備
するため、地域に対する情報提供を拡充す
る。将来的には、地域包括支援センターが関
係機関と連携し、要援護者一人ひとりの状況
に合わせたサービスをコーディネートし、地
域において包括的に支援できる体制を整備し
ていく。

システムを活用して、地域の
各団体（町内会、自主防災組
織、民生委員・児童委員）へ
の情報提供の拡充を行うとと
もに、地域包括支援センター
の圏域毎に、高齢者等への相
談支援体制が充実することを
目指す。

地域毎の説明会を開催しな
がら、各地区への情報提供
を拡充し、また、各地域包
括支援センターに要援護者
の情報提供を行い、各セン
ターにおける日常的な相談
事業に活用する。

地域への情報提供の団体数

４団体 ４団体 Ａ

地域ごとの説明会を開催しながら、各地区への要
援護者情報の提供を行った。また、各センターか
らの相談等への活用のため、基幹型地域包括支援
センターに要援護者の情報提供を行った。

福祉保健部
福祉総務課
地域福祉推
進室

2
緊急通報システム
事業

おおむね６５歳以上のひとり暮らし高齢者等
に緊急通報装置を貸与し、急病や災害等の緊
急時の迅速かつ適切な対応を図り、日常生活
の安全の確保や精神的な不安を解消する。

利用人数の増加を図る。 見守り機能を強化したシス
テムの適正な運営を継続す
るとともに、緊急通報装置
の利用単価についても見直
しを検討する。また、地域
住民への周知・啓発活動に
努める。

設置台数

７４４台 ６５７台 Ｂ

市広報番組等で事業のPRを行ったが、利用人数の
目標数には届かなかった。引き続き、広報等で事
業の周知に努めたい。

福祉保健部 長寿福祉課

○　

19

２５年度目標値の達成が著しく遅れている、又は困難。 17

目標指数の設定が困難なため、評価対象外である。 9

Ａ（達成済み） ２５年度目標値は達成済み。

Ｂ（著しく遅れて
いる又は困難）

－

基本方針８の事業評価

　個別施策８－５－２　情報通信技術絵を活用した見守り
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